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まえがき 

 

本強度計算方法は，工事計画認可申請書に添付するクラス１管の強度計算について説明するもの

である。 

本書は，以下により構成される。 

第一部 クラス１管の基本板厚計算方法 

第二部 クラス１管の応力計算方法 
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第一部 クラス１管の基本板厚計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本強度計算方法は，発電用原子力設備のうちクラス１管の基本板厚計算書（以下「強度計算

書」という。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年度（2007年度追補版含

む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年）（以下「設計・建

設規格」という。）及び昭和45年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構

造等の技術基準」（以下「告示第５０１号」という。）により行う。 

設計・建設規格各規格番号及び告示第５０１号各条項と強度計算書との対応は，表 1－1

に示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格及び告示第５０１号に計算式の規定がないものについては，他の規格及び

基準を適用して行う。 

日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1－2に示すとおり

である。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外の管継手は，以下に掲げる規格（形状及び寸法に関する部

分に限る。）又は設計・建設規格 別表4に掲げるものとし，接続配管のスケジュール番号

と同等以上のものを使用する。（設計・建設規格 PPB-3415） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２３１２（2001）「配管用鋼製突合せ溶接式管継手」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２３１３（2001）「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」 

c. ＪＩＳ Ｂ ２３１６（1997）「配管用鋼製差込み溶接式管継手」 

(4) 強度計算書で計算するもの以外のフランジ継手については，以下に掲げる規格（材料に関

する部分を除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規

格 PPB-3414） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」 

(5) 管の接続 

管と管を接続する場合は，設計・建設規格 PPB-3430(1)により溶接継手又はフランジ継

手とする。 

溶接継手とする場合は，設計・建設規格 PPB-3430(2)により主管に穴を設けて管台又は

分岐管を取り付ける場合を除き，管の軸に垂直な断面で溶接することとする。 
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表 1-1 設計・建設規格各規格番号及び告示第５０１号各条項と強度計算書との対応 
 

設計・建設規格 規格番号 

告示第５０１号 条項 

強度計算書の計算式
備考 

（章節番号） 

 

第 50 条 

第 1 項 

第 2 項 

  第 3 項 

 

PPB-3411（直管） 

PPB-3411(1) 

PPB-3411(2) 

PPB-3411(3) 

 

2.2 

2.2.1 

 

 

 

 

2.2.2 

2.4 

2.5 

 

 

 

管の強度計算（告示第５０１号） 

 

 

 

 

管の強度計算（設計・建設規格） 

鏡板の強度計算（フランジ部） 

レジューサの強度計算（フランジ

部） 

 

PPB-3412（曲げ管） 

PPB-3411（直管）を準用する。 

  

PPB-3413（平板） 

 

2.3 平板の強度計算 

 

PPB-3414（フランジ） 

PPB-3414(1) 

PPB-3414(2) 

PPB-3414(3) 

 

2.7 フランジの強度計算 

（1.2(4)フランジ継手） 

PPB-3415（管継手） 

PPB-3415(1) 

 

 1.2(3)管継手 

PPB-3415.1（レジューサ） 

PPB-3415.1(1) 

PPB-3415.1(2) 

PPB-3415.1(3) 

 

準用 

PVC-3124.2(外面に圧力を受ける円

すい形の胴の厚さ) 

 

2.5 レジューサの強度計算 

 

 

 

 

 

レジューサの強度計算（円すい及

びすその丸みの部分（外面に圧力

を受けるもの）） 
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設計・建設規格 規格番号 

告示第５０１号 条項 

強度計算書の計算式
備考 

（章節番号） 

PPB-3415.2（鏡板） 

PPB-3415.2(1) 

PPB-3415.2(2) 

 

2.4 鏡板の強度計算 

 

 

第 52 条 

準用 

第 31 条 

第 2 項第 2号イ，ハ 

第 5 項第 1号 

    第 2号イ，ロ 

第 6 項第 1号イ，ロ，ハ 

           第 2 号イ，ロ，ハ 

      第 3 号 

      第 4 号 

第 5 号 

第 6 号イ，ロ 

       第 7 号イ 

      

 

PPB-3420（穴と補強） 

PPB-3421 

PPB-3422 

PPB-3423 

PPB-3424 

 

2.6 

2.6.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.2 

 

 

 

 

 

 

管の穴と補強計算（告示第５０１

号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管の穴と補強計算（設計・建設規

格） 

 

 

 

 

PPB-3422(3) 

 

2.3 平板の強度計算 

PPB-3551（許容圧力） 

 

2.2.2 管の強度計算（設計・建設規格）

（管の許容圧力） 

PPB-3561（許容圧力） 

 

2.2.2 管の強度計算（設計・建設規格）

（管の許容圧力） 
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表 1-2 ＪＩＳと強度計算書との対応 
 

ＪＩＳ 強度計算書の計算式 
備考 

No. 項 （章節番号） 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）

「圧力容器の構造－一般事項」附

属書 3（規定）「圧力容器のボル

ト締めフランジ」 

2 

3 

4 

5 

2.7 フランジの強度計算＊ 

 

注記 ＊：設計・建設規格 PPB-3414(2)によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造

－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書 3（規定）「圧力

容器のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本強度計算方法と各配管の強度計算書から成る。 

(2) 各配管の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本強度計算方法に

よるものとする。 

(3) 各配管の強度計算書において，ＮＯ．の番号は概略系統図の丸で囲んだ番号を表す。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1-3に示すとおりとする。 

 

表 1-3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単 位 処理桁 処理方法 表示桁 

 

下記以外の圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

 最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2位 

 
外面に受ける最高

の圧力 
MPa － － 

 

小数点以下第 2位＊2 

 

温度 ℃ － － 整数位 

許容応力＊１ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

 下記以外の長さ mm 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

長 計算上必要な厚さ mm 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

 最小厚さ mm 小数点以下第 3位 切捨て 小数点以下第 2位 

さ ボルト谷径 mm － － 小数点以下第 3位 

 ガスケット厚さ mm － － 小数点以下第 1位 

面積 mm
2
 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

角度 ゜ 
小数点以下第 2位 

(小数点以下第 1 位)＊4
四捨五入 

小数点以下第 1位 

(整数位)＊4 

注記 ＊1：設計・建設規格 付録材料図表及び告示第５０１号 別表に記載された温度の中間に

おける設計応力強さ，許容引張応力及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小

数点以下第１位を切り捨て，整数位までの値とする。（告示第５０１号は非 SI単位

をＳＩ単位に換算する。） 

＊2：必要に応じて小数点以下第 3 位を用いる。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊4：管の穴と補強計算の分岐管の中心線と主管の中心線との交角に用いる。 

圧 
 
 

 

力 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

    相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1）  SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2）  SCMV3-1 相当（ASME SA387 Gr.11Cl.1） 

(2) 管の強度計算書において管の製造方法の区別を表示するので，材料表示としては，製造方

法の区別を特に表示しない。 

（継目無管：S，溶接管：W） 

(3) 強度区分により設計応力強さ又は許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳ

で定める強度区分を付記する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

付録材料図表 

Part5 表 5 の許容 

引張応力の上段 

SCMV3-1 

付録材料図表 

Part5 表 5 の許容 

引張応力の下段 

SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって設計応力強さ又は許容引張応力の値が異なる場合，材料記

号の後に該当する厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例）SS400（16mm＜径≦40mm） 

(5) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，各計算「記号の説明」の「計算書の表示」によ

る。 

（例）NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）はＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3によりガスケットメーカ推奨値を適用する。 

 

1.6 概略系統図の管継手及び仕様変更点の表示方法 

(1) 管継手の表示方法 

概略系統図において，計算対象となる管と管継手の区別をするために，管継手のみの管番

号に“＊”を付け，概略系統図中に“注記＊：管継手”と表示する。 

(2) 管の仕様変更点の表示方法 

概略系統図中，管の途中において仕様変更が生じた場合は“    ”のように表示する。 

SCMV3 

SCMV3 



 

1-7 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
2
 R
0 

2. クラス１管の強度計算方法 

発電用原子力設備のうちクラス１管の強度計算に用いる計算式と記号を以下に定める。 

 

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 
 

設計・建設

規格又は 

告示第５０１

号の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

 ＮＯ． 管，平板，鏡板，レジューサ，管の穴及びフラ

ンジの番号 

 数字のみ：管 

 Ｂ：平板 

 Ｃ：鏡板 

 Ｒ：レジューサ 

 Ｔ：管の穴 

 Ｆ：フランジ 

－ 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｐｅ
＊ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

 Ｑ 厚さの負の許容差 ％，mm 

η η 

 

継手の効率 

鏡板は設計・建設規格 PVE-3240による。 

レジューサは，設計・建設規格 PVC-3130及び

設計・建設規格 PVC-3140による。 

告示第５０１号により計算を実施する場合，告

示第５０１号第31条第3項第1号による。 

－ 

 

  注記 ＊：告示第５０１号で使用されていない記号 
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2.2 管の強度計算 

     管の強度計算は，告示第５０１号第50条又は設計・建設規格 PPB-3411，設計・建設規格 

PPB-3551及び設計・建設規格 PPB-3561を適用する。 

2.2.1 管の強度計算（告示第５０１号）＊ 

(1) 記号の説明 

告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

 ＰＣ 供用状態Ｃの最高圧力 MPa 

 ＰＤ 供用状態Ｄの最高圧力 MPa 

 ＰａＣ 供用状態Ｃの許容圧力 MPa 

 ＰａＤ 供用状態Ｄの許容圧力 MPa 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 及び別表第 5 によ

る。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の告示第５０１号上必要な最小厚さ mm 

 算式 ｔｒとして用いる値の算式 － 

 製法 

S 

 

継目無管 

－ 

 W 溶接管  

注記 ＊：供用状態Ｃ，Ｄについては設計・建設規格を適用する 
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(2) 算式 

a. 管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

(a) 内面に圧力を受ける管 

告示第５０１号第50条第1項により求めた値：ｔ 

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
   ·························································  (Ａ) 

(b) 外面に圧力を受ける管 

告示第５０１号第50条第2項により求めた値：ｔｏｐ   ·······················  (Ｂ) 

(c) 炭素鋼鋼管の告示第５０１号上必要な最小厚さ：ｔｔ 

告示第５０１号第50条第3項により求めた値   ···································  (Ｃ) 

b. 供用状態Ｃ 

供用状態Ｃにおいて管の内面に受ける圧力は，次の値を超えてはならない。 

（設計・建設規格 PPB-3551） 

＝1.5・ＰＰ Ｃａ  

c. 供用状態Ｄ 

供用状態Ｄにおいて管の内面に受ける圧力は，次の値を超えてはならない。 

（設計・建設規格 PPB-3561） 

     2・ＰＰ ＝Ｄａ  

(3) 評価 

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）であり，かつ，供用状態Ｃの許容圧力

（ＰａＣ）≧供用状態Ｃの最高圧力（ＰＣ）及び供用状態Ｄの許容圧力（ＰａＤ）≧供用状態

Ｄの最高圧力（ＰＤ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項(a)，(b)及び(c)の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応する。 

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるものとし，

表示はしないものとする。 
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2.2.2 管の強度計算（設計・建設規格）  

(1) 記号の説明 
 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔｏｐとなる。） 

－ 

 

 

 

 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

  管の座屈の長さ mm 

 ＰＣ 供用状態Ｃの最高圧力 MPa 

 ＰＤ 供用状態Ｄの最高圧力 MPa 

 ＰａＣ 供用状態Ｃの許容圧力 MPa 

 ＰａＤ 供用状態Ｄの許容圧力 MPa 

Ｓｍ Ｓｍ 最高使用温度における材料の設計応力強さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表1に

よる。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ mm 

 算式 ｔｒとして用いる値の算式 － 

 製法 

S 

 

継目無管 

－ 

 W 溶接管  
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(2) 算式 

a. 管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

(a) 内面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPB-3411(1)の式PPB-1.1より求めた値：ｔ 

0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

＋ｍ

ｏ
  ·······························································  (Ａ) 

(b) 外面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPB-3411(2)の式PPB-1.2より求めた値：ｔｏｐ 

4・Ｂ

Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ・
ｏｐ   ································································  (Ｂ) 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ：ｔｔ 

設計・建設規格 PPB-3411(3)の表PPB-3411-1より求めた値  ···············  (Ｃ) 

b. 供用状態Ｃ 

供用状態Ｃにおいて管の内面に受ける圧力は，次の値を超えてはならない。 

（設計・建設規格 PPB-3551） 

 1.5・ＰＰ ＝Ｃａ  

c. 供用状態Ｄ 

供用状態Ｄにおいて管の内面に受ける圧力は，次の値を超えてはならない。 

（設計・建設規格 PPB-3561） 

2・ＰＰ ＝Ｄａ  

(3) 評価 

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）であり，かつ，供用状態Ｃの許容圧力

（ＰａＣ）≧供用状態Ｃの最高圧力（ＰＣ）及び供用状態Ｄの許容圧力（ＰａＤ）≧供用状態

Ｄの最高圧力（ＰＤ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項(a)，(b)及び(c)の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応する。 

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるものとし，

表示はしないものとする。 
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2.3 平板の強度計算 

平板の強度計算は，設計・建設規格 PPB-3413及び設計・建設規格 PPB-3422(3)を適用す

る。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm
2
 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 設計・建設規格の表 PPB-3413-1 に規定する方法

によって測った平板の径又は最小内のり 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

 ｄｈ 穴の径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ｈｇ ｈｇ ボルトのピッチ円の直径とｄとの差の 2分の 1 mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 － 

  フランジの長さ mm 

ｍ ｍ ｔｒ／ｔｓ － 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書 3 表 2による。） 

－ 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅(ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 － 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号

計算書の表示 表示内容 単位 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における平板材料の許容引張応力設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 によ

る。 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7 に

よる。 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7 に

よる。 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｆ，ｔ ｔｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔｎ ｔｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

ｔ ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｒ ｔｒ 継目のない管の計算上必要な厚さ mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面積

に作用する全圧力 

N 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 によ

る。） 

N/mm
2
 

π π 円周率 － 

 NON-

ASBESTOS 

非石綿ジョイントシート － 

 SUS-NON-

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼) － 

 ガスケット座

面の形状 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2による。 － 

 平板の取付け

方法 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPB-3413

の表 PPB-3413-1 による。 

 

 (ａ)～(ｇ) 1A～1G 取付け方法の表示区分 － 
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(2) 形状の制限 

取付け方法 形状の制限 

（ａ）  

 

 

 

 

 

 

 

無し 

（ｂ）  

 

 

 

 

 

ｄ≦600mm，ｄ／20≦ｔｐ＜ｄ／4 かつ， 

ｒ≧0.25・ｔｆであること。 

（ｃ）  

 

 

 

 

 

ｔｆ≧2・ｔｓかつ，ｒ≧3・ｔｆであること。 

（ｄ）  

 

 

 

 

 

ｔｆ≧ｔｓかつ，ｒ≧1.5・ｔｆであること。 

（ｅ）  

 

 

 

 

 

 

ｒ≧3・ｔｆであること。 

  

ｔｐ 

ｄ

r≧0.25・ｔｆ 

ｔｐ 

ｔｆ

ｄ
 

ｒ≧3・ｔｆ 

ｔｆ≧2・ｔｓｔｆｔｓ

ｔｐ

ｄ
 

ｒ≧1.5・ｔｆ 

ｔｐ
ｔｓ

ｔｆ≧ｔｓ 
ｔｆ

ｄ
 

ｔｆ

ｒ≧3・ｔｆ 

ｔｐ

ｄ
 

ｔ

溶接部中心 
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 取付け方法 形状の制限 

（ｆ） 
 

無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｇ） その他の場合 無し 

ｄ
 

ｈ
ｇ
 

ｔｐ

ｔｐ

ｔｎ

ｈ
ｇ
 

ｄ
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(3) 算式 

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

a. 平板に穴がない場合 

 
Ｓ

Ｋ・Ｐ
　ｔ＝ｄ・  

Ｋの値は以下による。 
 

取付け方法 Ｋの値 

（ａ） 0.17 

（ｂ） 0.13 

（ｃ） 0.17 

（ｄ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｅ） 0.17＊1，0.10 

（ｆ） 

0.20＋
Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈg
 

ただし，ｔｎの厚さの場合は 
＊2

g

Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈ
 

（ｇ） 0.50 
 

注記 ＊1：取付け方法（ｅ）の場合 

Ｋ＝0.17 とする。ただし，ｔｆからｔｓへ移行するテーパが 1 対 4 又はそれ

より緩やかであり，かつ，以下の(a)又は(b)いずれかの場合，Ｋ＝0.10 とで

きる。 

(a) ｆ
ｆ

ｓ
ｄ・ｔ ・　

ｔ

ｔ
 1.1－0.8・≧

2

2

 の場合 

(b) 管が ｓｄ・ｔ 2・ 以上の長さにわたって

ｆｆｓ ｄ・ｔ／1.1－1.12・ｔ≧ｔ  ・ の場合 

＊2：取付け方法（ｆ）の場合のＦ，ｈｇ，Ｗ及びｄは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガ

スケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

6.35≦ｂｏ mm の場合 

Ｎ－Ｇ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

＞6.35ｂｏ mm の場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂ ｂ＝2.52・

ｓ

ｏ
 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3による。 

ｄ＝Ｇ 
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(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

 Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

 ・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝ ２

     

 Ｗ＝Ｈ 

 Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ ・ｇＰ  

ただし，Ｐは 2.7 項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

 Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

ｂ

ｍ
ｍ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

１
１  （使用状態） 

ａ

ｍ
ｍ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２
２  （ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max（Ａｍ１，Ａｍ２） 

・ｎ ・ｄ
4

π
＝Ａ ２

ｂｂ   

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ＝Ｗｍ１     （使用状態） 

ａ
ｂｍ

ｇ ・Ｓ 
2

ＡＡ
＝Ｗ

＋
 （ガスケット締付時） 

Ｆ＝Max（Ｗｏ，Ｗｇ） 

(e) 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

2

Ｃ－Ｇ
ｈ ＝ｇ  

b. 平板に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PPB-3422(3)により，平板の計算上必要な厚

さを次の式より計算した値とする。 

(a) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1以下の場合 

 
Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
　ｔ＝ｄ・  

ただし，Ｋの値は（ｆ）の取付け方法を除き0.375以上とすることを要しない。 

(b) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1を超える場合 

 
Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
　ｔ＝ｄ・  

(4) 評価 

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(5) 補足 

取付け方法は，設計・建設規格 PPB-3413の表PPB-3413-1の条件を満足するものとする。 
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2.4 鏡板の強度計算 

鏡板の強度計算は，設計・建設規格 PPB-3415.2 及び設計・建設規格 PPB-3411 を適用す

る。 

(1) 記号の説明 
 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ Ｂ 中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔとなる。） 

－ 

Ｄ Ｄ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

Ｄ０ Ｄｏ 鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

mm 

 Ｄｏｃ さら形鏡板の外径 mm 

ｈ ｈ 半だ円形鏡板の内面における短径の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 － 

Ｋ ＫＫ 半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計

算に用いる係数 

設計・建設規格 PPB-3415.2(2)f.の表PPB-

3415.2-1による。 

－ 

Ｒ Ｒ さら形鏡板の中央部における内面の半径又は全

半球形鏡板の内半径 

mm 

Ｒ ＲＤ さら形鏡板の中央部の外半径又は全半球形鏡板

の外半径 

ＲＤ＝Ｒ＋（最小厚さ） 

mm 

Ｒ ＲＲ 半だ円形鏡板の外面の長径 

ＲＲ＝Ｄ＋2・（最小厚さ） 

mm 

ｒ ｒ さら形鏡板のすみの丸みの内半径 mm 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に

よる。 

MPa 

 Ｓｍ 最高使用温度における材料の設計応力強さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に

よる。 

MPa 

ｔ ｔ 鏡板の鏡部及びフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の公称厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 － 

 形式 鏡板の形式及び計算箇所を示す名称 － 

 算式 ｔとして用いる値の算式 － 
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(2) 算式 

鏡板の計算上必要な厚さは，次に掲げる値とする。 

a. さら形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPB-3415.2(1)a.により以下とする。 

 

mm50≧ｒ   

0.06・Ｄ≧ｒ   

3・ｔ≧ｒ 　

Ｒ≧Ｄ

ｏｃ

ｃｏ

ｏｃ

 

設計・建設規格 PPB-3415.2(2)a.の式PPB-1.10又は設計・建設規格 PPB-3415.2(2)b.

の式PPB-1.12より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
ｔ＝   ·····························································  (Ａ) 

ただし， 

ｒ

Ｒ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・ＲＰ
ｔ＝

Ｄｅ
   ··········································································  (Ａ’) 

b. 全半球形鏡板鏡部 

設計・建設規格 PPB-3415.2(2)c.の式PPB-1.13又は設計・建設規格 PPB-3415.2(2)d.

の式PPB-1.14より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
ｔ＝    ····························································  (Ｂ) 

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

ＲＰ
ｔ＝

Ｄ・ｅ
   ···········································································  (Ｂ’) 
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c. 半だ円形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPB-3415.2(1)c.により以下とする。 

 
2・ｈ

Ｄ
≧2  

設計・建設規格 PPB-3415.2(2)e.の式PPB-1.15又は設計・建設規格 PPB-3415.2(2)f.

より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｄ・Ｋ
ｔ＝    ····························································  (Ｃ) 

ただし， 
２

2・ｈ

Ｄ
2＋ ・

6

1
Ｋ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

ＲＫＰ
ｔ＝

ＲＫ・ｅ・
  ········································································  (Ｃ’) 

d. 鏡板のフランジ部 

設計・建設規格 PPB-3411 により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ····································································  (Ｄ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  ····································································  (Ｄ’) 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ····································· (Ｄ’’) 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(3) 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡部（上段）及びフランジ部（下段）の計算上必要な厚さ（ｔ）

ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ａ’，Ｂ，Ｂ’，Ｃ，

Ｃ’，Ｄ，Ｄ’及びＤ’’に対応する。 
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2.5 レジューサの強度計算 

レジューサの強度計算は，設計・建設規格 PPB-3415.1（設計・建設規格 PVC-3124.2 準

用）及び設計・建設規格 PPB-3411 を適用する。 

(1) 記号の説明 
 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～

図 20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔ３となる。） 

－ 

Ｄｉ Ｄｉ 円すいの部分がすその丸みの部分に接続する部

分の軸に垂直な断面の内径 

mm 

Ｄ０ Ｄｏ レジューサのフランジ部の外径 mm 

 Ｄｏ  大径端側の外径 mm 

Ｋ Ｋ 設 計 ・ 建 設 規 格 PPB-3415.1(3) の 図 PPB-

3415.1-1 より求めた係数 

－ 

ｒ，ｒｏ，ｒｓ ｒ 円すいのすその丸みの部分の内半径 

（円すいの丸みの外半径） 

mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

又は表 6 による。 

MPa 

Ｓ Ｓ１ 最高使用温度における設計・建設規格 付録材

料図表 Part5 表 5 又は表 6 に定める値の 2

倍，又は設計・建設規格 付録材料図表

Part5 表 8 に定める値の 0.9 倍の値のいずれ

か小さい方の値 

MPa 

 Ｓｍ 最高使用温度における材料の設計応力強さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1

による。 

MPa 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表   示   内   容 単位 

ｔ ｔ レジューサの計算上必要な厚さ mm 

 ｔ１ 円すいの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ すその丸みの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｓ レジューサの最小厚さ mm 

 ｔｓ  大径端側の最小厚さ mm 

Ｗ Ｗ 円すいの形状による係数 － 

θ θ 円すいの頂角の 2 分の 1 ゜ 

 算式 ｔとして用いる値の算式（計算上必要な厚さが

最大となる算式） 

－ 

 端部記号 大径端，小径端及びフランジ部を示す名称 － 

 

(2) 算式 

レジューサの計算上必要な厚さは，次に掲げる値とし，大径端側及び小径端側のそれぞれ

について計算を行う。 

a. 円すいの部分（内面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PPB-3415.1(1)a.の式PPB-1.6より求めた値 

 
)(Ｓ・η－0.6・Ｐ 2・cosθ・

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｉ
１   ··················································  (Ａ) 

b. すその丸みの部分（内面に圧力を受けるもの） 

大径端側 

設計・建設規格 PPB-3415.1(1)b.の式PPB-1.7より求めた値 

）Ｓ・η－0.1・Ｐ（ 4・cosθ・

・ＷＰ・Ｄ
＝ｔ

ｉ
２   ·············································  

ただし， 

  
cosθ 2・ｒ・

Ｄ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝

ｉ   

小径端側 

設計・建設規格 PPB-3415.1(3)の式PPB-1.9より求めた値 

  
2・Ｓ＋0.8・Ｐ

Ｐ・Ｄ
 ・ 

η

Ｋ
＝ｔ

ｏ
２   ························································  

ただし，Ｋは設計・建設規格 PPB-3415.1(3)の図PPB-3415.1-1より求めた値 

(Ｂ)
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c. レジューサのフランジ部 

設計・建設規格 PPB-3411 により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ·····································································(Ｃ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  ···································································· (Ｃ’) 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ··································· (Ｃ’’) 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

d. 円すい及びすその丸みの部分（外面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PVC-3124.2により求める。 

(a) 円すいの頂角の2分の1が22.5°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の 0.1 倍以下の場合 

 
4・Ｂ

Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ・
３   ································································· (Ｄ) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の 0.1 倍を超える場合 

次の 2つの式より計算したいずれか大きい方の値 

 

１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

Ｄ
＝ｔ

2.167

）Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・Ｄ
＝ｔ

ｅｏ

ｅｏ ／

  
  ················································ (Ｄ’) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

(b) 円すいの頂角の2分の1が22.5°を超え60°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の 0.1 倍以下の場合 

4・Ｂ

）－2・ｔＤ（ ・3・Ｐ
＝ｔ

ｓｏｅ
３   ·················································· (Ｄ’’) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2 ･ｔｓ ）とする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の 0.1 倍を超える場合 

次の 2つの式より計算したいずれか大きい方の値 

１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

）2・ｔＤ（
＝ｔ

2.167

）Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・ ）2・ｔＤ（
＝ｔ

ｅｓｏ

ｅｓｏ

－

／－

  
 ·································· (Ｄ’’’) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2･ｔｓ ）とする。 
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(3) 評価 

大径端側及び小径端側のそれぞれについて，レジューサの最小厚さ（ｔｓ）≧レジューサ

の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，ＮＯ．（レジューサの番号）に＊印の付いているものは，偏心レジューサを

示す。 

b. 偏心レジューサの場合のθは，円すいの頂角をそのまま使用する。 

c. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｃ’，Ｃ’’，

Ｄ，Ｄ’，Ｄ’’及びＤ’’’に対応する。 
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2.6 管の穴と補強計算  

2.6.1 管の穴と補強計算（告示第５０１号） 

管の穴と補強計算は，告示第５０１号第52条（第31条第2項，第5項及び第6項準用）を

適用する。 

告示第５０１号に関して記載の内容は，全て直管又は曲げ管の場合のみに限る。 

(1) 記号の説明 

 告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号 

Ｂ 

 

 

 

Ｄ，Ｄｏ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

 

 

Ｓ 

 

ｔｓ 

 

t，ｔｓｒ 

η 

 

Ｂ 

 

 

 

Ｄｏｒ 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

 

Ｑｒ 

Ｓｒ 

 

ｔｒ 

ｔｒｏ 

ｔｒｒ 

η 

 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

告示第５０１号 別図第 1～第 8 より求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｒｒとなる。） 

主管の外径 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ1.82・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝  

主管の厚さの負の許容差 

最高使用温度における主管の材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 又は別表第 5による。 

主管の最小厚さ 

主管の公称厚さ 

主管の計算上必要な厚さ 

継手の効率 

穴が管の長手継手を通る場合 

告示第５０１号第 52 条（第 31 条第 3 項第 1 号準

用）に規定する効率 

その他の場合は 1.00 とする。 

－ 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

－ 

 

％，mm 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

－ 
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 告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

 Ａ 

 

 

 

 

Ａｒ 

 

 

 

 

 

 

Ａｓ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄｉ 

 

 

 

ｄ 

 

 

 

Ｆ 

 

 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａｒ 

ＡｒＤ 

Ａ０Ｄ 

Ａ１Ｄ 

Ａ２Ｄ 

Ａ３Ｄ 

Ａ４Ｄ 

Ａｓｒ 

Ａｓｏ 

Ａｒｉ 

Ａｏｉ 

Ａｒｓ 

Ａ２ｓ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ｓ 

Ｄｉｂ 

Ｄｉｒ 

Ｄｏｂ 

Ｄｏｅ 

ｄＤ 

ｄｆｒＤ 

ｄｒ１ 

ｄｒ２ 

Ｆ 

 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ３ 

穴の補強に有効な面積の総和 

穴の補強に有効な主管部の面積 

穴の補強に有効な管台部の面積 

穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

穴の補強に有効な強め材部の面積 

穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に有効な面積の総和 

大穴の補強に有効な主管部の面積 

大穴の補強に有効な管台部の面積 

大穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

大穴の補強に有効な強め材部の面積 

2 つの穴の間の主管の必要な断面積 

2 つの穴の間の主管の断面積 

2 つの穴の補強に必要な面積 

2 つの穴の間にある補強に有効な面積 

隣接する穴の補強に必要な面積 

隣接する穴の補強に有効な管台部の面積 

隣接する穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

隣接する穴の補強に有効な強め材部の面積 

管台の内径 

主管の内径 

管台の外径 

強め材の外径 

断面に現われる隣接する穴の径 

大穴の補強を要しない限界径 

補強を要しない穴の最大径 

補強を要しない穴の最大径 

告示第５０１号第 52 条（第 31 条第 6 項第 1 号ロ

(イ)準用）により求められる係数 

すみ肉溶接のせん断応力係数 

突合せ溶接の引張応力係数 

突合せ溶接のせん断応力係数 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

 

  

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号 
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 告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ 

 

Ｓ 

 

 

Ｓ 

 

 

 

 

 

ｔｎ 

 

ｔ 

 

 

Ｌ 

ＬＡ 

 

ＬＡＤ 

 

ＬＮ 

 

ＬＮＤ 

 

Ｌｓ 

Ｌ１ 

 

Ｌ２ 

Ｐ 

Ｑｂ 

Ｓｂ 

 

 

Ｓｅ 

 

 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２ 

Ｓｗ３ 

ｔｂ 

ｔｂｎ 

ｔｂｒ 

ｔｅ 

Ｗ 

Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ 

2 つの穴の径の平均値の 3 分の 4 倍の値 

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な

範囲 

穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に

有効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範

囲 

主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有

効な範囲 

2 つの穴の中心間の距離 

管台のすみ肉部の脚長（Ａ形，Ｂ形）又は管台補強

部の短辺長さ（Ｃ形） 

強め材のすみ肉部の脚長  

最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 

管台の厚さの負の許容差 

最高使用温度における管台の材料の許容引張応力 

告示第５０１号 別表第 4 又は別表第 5による。 

 

最高使用温度における強め材の材料の許容引張応力

告示第５０１号 別表第 4 又は別表第 5による。 

 

すみ肉溶接の許容せん断応力 

突合せ溶接の許容引張応力 

突合せ溶接の許容せん断応力 

管台の最小厚さ 

管台の公称厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

強め材の最小厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

管台取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm 

 

mm 

MPa 

％，mm 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

  

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
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 告示第５０１

号の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

  

 

 

 

 

 

θ 

 

Ｗｅ３ 

Ｗｅ４ 

Ｗｅ５ 

Ｗｅｂｐ１

Ｗｅｂｐ２

Ｗｅｂｐ３

α 

π 

形式 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

強め材取付部突合せ溶接部の許容引張力 

強め材取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

円周率 

管台の取付け形式 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

゜ 

－ 

－ 

直
管
又
は
曲
げ
管
の
記
号 
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(2) 計算手順及び算式 

a. 穴の形状 

管に設ける穴は，告示第５０１号第52条（第31条第5項第1号準用）により円形又はだ

円形であること。 

b. 管台の取付け形式 

図2-1～図2-3に管台の取付け形式及び予想される破断形式を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の脚

長の破断形式のみを図示する。 

 

 

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ａｒ

ｄ 

α 

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ 

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ 

Ｌ
Ｎ

 

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｒ

 
ｔ

ｒ
ｏ

Ｌ
１

 

Ｌ１

ＬＡ ＬＡ 

Ｗｅ３

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

予想される破断形式 
・    を通る破断 
・       を通る破断 

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ｗｅ１ Ｗｅ２ 

Ｗｅ３ 

C L 

 

 

 

図 2-1 A 形（強め材のない場合） 
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Ｌ
Ｎ

 

Ｄ
ｉ

ｒ

Ｄ
ｏ

ｒ

ｔ
ｅ

 
ｔ

ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ
ｒ

 
Ｌ

２
 

Ｌ
１
 

Ｌ２

Ｌ１

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

予想される破断形式 
・       を通る破断 
・       を通る破断 
・       を通る破断 

Ａｒ

ｄ

α 

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

Ｄｏｅ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ 

ＬＡ ＬＡ 

Ｗｅ３

Ｗｅ１

Ｗｅ２

Ａ２

Ａ３

Ａ１

Ａ４

Ｗｅ４

Ｗｅ５

Ｗｅ１ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ 

Ｗｅ２ Ｗｅ５ 

C L 

 

 

図 2-2 B 形（強め材のある場合） 
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Ｄ

ｏ
ｒ

 
Ｄ

ｉ
ｒ

 
ｔ

ｒ
 

ｔ
ｒ
ｏ

 
ｔ

ｒ
ｒ

 

ｔｂｎ

ｔｂ

Ａｒ

d 

α 
ＬＡ ＬＡ 

Ａ２

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

注記＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３はＡ形及びＢ形と同様に

Ａ３＝(Ｌ１)２･sinα･Ｓｂ／Ｓｒ（上記   部）として算出す

るものとし，同補強部外側の余肉部（上記   部）は，補強

面積評価上は考慮しない。 

Ａ３
＊

ｔｂｒ

Ｄｉｂ

Ｄｏｂ 

Ｌ
Ｎ

 

Ｌ１

Ｌ
１

 

Ａ３

Ａ１

C L 

 

 

 

図 2-3 C 形（一体形で強め材のない場合） 
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c. 穴の補強の要否 

穴の補強の要否は，告示第５０１号第52条（第31条第5項第2号イ，ロ準用）を適用す

る。 

(a) 算式 

補強を要しない穴の最大径は，次のイ項又はロ項で計算した値のいずれか大きい値

（ｄｆｒ）とする。 

イ. 管に設ける穴であって，穴の径が61mm以下で，かつ，管の内径の4分の1以下の穴

（ｄｒ１） 

ロ. 管に設ける穴であって，イ項に掲げるものを除き，穴の径が200mm以下で，かつ，

告示第５０１号第52条（第31条第5項第2号ロ準用）により求めた値以下の穴（ｄｒ

２） 

３２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｒｏｒｒ  

ただし，Ｋの値は次の算式による。 

 
ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ.82・Ｓ1

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

ただし，Ｋ＞0.99 の場合はＫ＝0.99 とする。 
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(b) 評価 

補強を要しない穴の最大径（ｄｆｒ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば，穴の

補強計算及び溶接部の強度計算は必要ない。 

必要な場合は，d項以降による。 

d. 穴の補強に有効な範囲 

穴の補強に有効な範囲は，告示第５０１号第52条（第31条第6項第1号イ準用）を適用

する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の2つの式

より計算したいずれか大きい方の値 

＝ｄＬＡ  又は ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

 (b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＮ）は，次の2つの式よ

り計算したいずれか小さい方の値 

ｒ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｅｂ＋ｔ＝2.5・ｔＬＮ  

e. 主管の厚さの計算 

主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ）は，告示第５０１号第52条（第31条第2項第2号イ並

びにハ準用）を適用する。 

1.2・Ｐ-2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

・ηｒ

iｒ
ｒｒ   ·················································  （内圧） 

Ｂ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｒ
ｒｒ   ··································································  （外圧） 

f. 管台の厚さの計算 

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，告示第５０１号第52条（第31条第6項第1号ロ

(ロ)準用）を適用する。 

－1.2・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｂ

ｉｂ
ｂｒ   ·························································  （ 内 圧 ） 

 

Ｂ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｂ
ｂｒ   ·····································································  （ 外 圧 ） 

g. 穴の補強計算 

穴の補強計算は，告示第５０１号第52条（第31条第6項準用）を適用する。 

(a) 算式 

イ. 補強に必要な面積 

  補強に必要な面積は，告示第５０１号第52条（第31条第6項第1号ハ準用）を適用

する。 

Ｆ・＝ｄ・ｔＡ rｒｒ  
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ロ. 補強に有効な面積 

補強に有効な面積は，告示第５０１号第52条（第31条第6項第1号ロ，第4号及び

第5号準用）を適用する。 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｒｒｒ１

ｒ

ｂ
ｂｒｂ

Ｓ

Ｓ
・α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ Ｎ２    

ｒ

ｂ

Ｓ

Ｓ
α・・sin）Ｌ（＝Ａ ２

１３    

ｒ

ｅ

ｒ

ｅ
ｅｏｂｏｅ

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＋

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－ＤＤ（＝Ａ ２

２４        

（強め材が有効範囲ＬＡ内にある場合） 

ｒ

ｅ
ｅｏｂ

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－Ｄ2・Ｌ（＝Ａ Ａ４    

（強め材が有効範囲ＬＡの外まである場合） 

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(b) 評価 

穴の補強に有効な面積（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ）ならば穴の補強は

十分である。 
 

h. 大穴の補強の要否 

大穴の補強の要否は，告示第５０１号第52条（第31条第6項第3号準用）を適用する。 

(a) 算式 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ） 

イ. Ｄｉｒが1500 mm以下の場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／2 

ただし，500 mmを超える場合500 mmとする。 

ロ. Ｄｉｒが1500 mmを超える場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／3 

ただし，1000 mmを超える場合1000 mmとする。 

(b) 評価 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば大穴

の補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｉ項以降による。 
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i. 大穴の補強に有効な範囲 

大穴の補強に有効な範囲は，告示第５０１号第52条（第31条第6項第1号イ準用）を適

用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 大穴の補強における管台の取付け形式 

図2-4～図2-6に大穴の補強における管台の取付け形式を示す。 

 

 

ｔ
ｒ

ｒ
 

ｄ

α

Ｄｏｂ

Ｄｉｂ

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｌ
Ｎ

Ｄ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
 

Ｄ
ｏ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ 

ＡｒＤ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ

C L 

 

 

 

図 2-4 A 形（強め材のない場合） 
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ｔｂｒ

ｔｂｎ
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ｒ
 

Ｄ
ｏ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ

ｒ
 

Ｌ
１
 

Ｌ１

ＬＡＤ ＬＡＤ

Ｄｏｅ

Ｌ２

Ｌ
２
 

ｔ
ｅ

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

ＡｒＤ

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ４Ｄ

Ａ２Ｄ

C L 

 

 

 

図 2-5 B 形（強め材のある場合） 
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ｏ

ｒ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ
ｒ
 

ＬＡＤ

Ｌ
Ｎ

Ｄ

α 

補強に有効な面積 

補強に必要な面積 

注記＊：本形式における補強に有効な面積Ａ３ＤはＡ形及びＢ形と同様に 

Ａ３Ｄ＝(Ｌ１)２・sinα・Ｓｂ／Ｓｒ（上記   部）として算出 

するものとし，同補強部外側の余肉部（上記   部）は，補強 

面積評価上は考慮しない。 

ＡｒＤ

ｄ

ＬＡＤ

Ａ３Ｄ
＊

ｔｂｒ

ｔｂｎ

ｔｂ

Ｄｉｂ

Ｄｏｂ 

Ｌ１

Ｌ
１
 

Ａ３Ｄ

Ａ１Ｄ

Ａ２Ｄ

C L 

 

 

 

図 2-6 C 形（一体形で強め材のない場合） 
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(b) 穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

Ｌ
ｄ

2

ｄ

4
ＡＤ＝ ＋  

(c) 主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

ＬＮＤ Ｎ＝Ｌ  

j. 大穴の補強計算 

大穴の補強計算は，告示第５０１号第52条（第31条第6項第3号準用）を適用する。 

(a) 算式 

イ. 大穴の補強に必要な面積 

Ａ
2

3
ｒ ｒＤ

  
＝ ・Ａ  

ロ. 大穴の補強に有効な面積 

－ｄ）・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ＝（Ａ ＡＤＤ ｒｒｒ１    

Ａ２ ２Ｄ＝Ａ  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ
ｄ

4

Ｓ

Ｓ
２Ｄ ＮＤｂｒ

ｂ

ｒ
＝2・ －ｔ ・cosec ・Ｌ ・  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ３ ３Ｄ＝Ａ  

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ３Ｄ＝ 0 

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

Ａ４ ４Ｄ＝Ａ  

（強め材が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

Ａ 3・
ｄ

2

Ｓ

Ｓ
４Ｄ ｏｂ ｅ

ｅ

ｒ
＝ －Ｄ ・cosec ・ｔ ・  

（強め材が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ０ １ ２ ３ ４Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋Ａ  

(b) 評価 

大穴の補強に有効な面積（Ａ０Ｄ）≧大穴の補強に必要な面積（ＡｒＤ）ならば大穴

の補強は十分である。 
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k. 2つ穴の補強計算 

2つ以上の穴の補強に有効な範囲が重なり合う場合の補強計算は，告示第５０１号第52

条（第31条第6項第2号準用）を適用する。 

以下，直管の2つ穴の計算方法を示す。 

(a) 算式 

イ. 2つの穴の間にある主管の必要な断面積 

Ａｓｒ ｓ ｒｒ＝0.7・Ｌ ・ｔ ・Ｆ  

ロ. 2つの穴の間にある主管の断面積 

ｒｓｓｏ ・ｔ
2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ

Ｄ
 

(b) 算式 

2つの穴の径の平均値の3分の4倍の値 

2

＋ｄｄ
・　
3

4
＝Ｌ

Ｄ
 

(c) 算式 

イ. 2つの穴の補強に必要な面積 

ｒｓｒｒｉ ＋ＡＡ＝Ａ  

Ａｒ及びＡｒｓは 1つの穴の計算に準じる。 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積 

４ｓ４３ｓ３２ｓｒｒｒｓｏｉ ＋ＡＡ＋＋ＡＡ＋＋ＡＡ）＋－ｔｔ（・
2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ ２

Ｄ      

Ａ２，Ａ２ｓ，Ａ３，Ａ３ｓ，Ａ４及びＡ４ｓは，1つの穴の計算に準じる。 

(d) 評価 

穴の補強は，以下の条件を満足すれば十分である。 

イ. 2つの穴の間にある主管の断面積（Ａｓｏ）≧2つの穴の間にある主管の必要な断

面積（Ａｓｒ） 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積（Ａｏｉ）≧2つの穴の補強に必要な面積

（Ａｒｉ） 

ハ. 2つの穴の中心間の距離（Ｌｓ）≧2つの穴の径の平均値の3分の4倍（Ｌ） 

ニ. それぞれの穴に共通な強め材の断面積（Ａ４）≧2つの穴の補強に必要な面積

（Ａｒｉ） 
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l. 溶接部の強度計算 

溶接部の強度計算は，告示第５０１号第52条（第31条第6項第6号，第7号準用）を適用 

する。 

ただし，C形に関しては評価すべき溶接部がないため，強度計算は行わない。 

(a) 算式 

イ. 溶接部の負うべき荷重 

ｒｒｒｒｒｒｒ Ｓ－ｄ）･・Ｌ2）･（－Ｆ・ｔ・ｔ－（・Ｓ＝ｄ・ｔＷ Ａ       

ロ. 溶接部の許容応力 

３３

２２

１

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

ｒ

ｒ

ｒ１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

 

ハ. 溶接部の破断強さ 

／2・Ｓ・Ｌ＝π・ＤＷ

・Ｓ・ｔ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

１２５

２４

３３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｏｅｅ

ｅｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ
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ニ. 予想される破断箇所の強さ 

(イ) A形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ ｅ１ ３＝Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ３  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ １ ２＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ２＋Ｗ  

(ロ) B形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ１ １ ３＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ１ ３＋Ｗ  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ２ ２ ４＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ４＋Ｗ  

Ｗｅｂｐ ｅ ｅ３ ２ ５＝Ｗ ＋Ｗ  を通る強さ＝Ｗｅ ｅ２ ５＋Ｗ  

(b) 評価 

イ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0以下の場合 

溶接部の強度は十分とみなし，溶接部の強度計算は行わない。 

ロ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0を超える場合 

溶接部の負うべき荷重（Ｗ）≦予想される破断箇所の強さ（ Ｗｅｂｐ１ ，

Ｗｅｂｐ２ ，Ｗｅｂｐ３ ）ならば溶接部の強度は十分である。 

(3) 補足 

a. 穴の補強計算，大穴の補強計算及び2つ穴の補強計算において面積の計算をする際，

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｂ

ｒ

ｂ ｅ

ｒ
又は, が1を超える場合は，値を1として計算する。 

b. 断面が長手軸となす角度により求めた係数Ｆは，1として計算する。 
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2.6.2 管の穴と補強計算（設計・建設規格） 

管の穴と補強計算は，設計・建設規格 PPB-3420を適用する。 

(1) 記号の説明 
 

設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

 Ａ 図 2-8 に示す。 mm 

 Ａ０ 有効範囲ＬＡ内にある穴の補強に有効な面積の

総和 

mm
2
 

 Ａ０Ｄ 有効範囲ＬＡＤ内にある穴の補強に有効な面積の

総和 

mm
2
 

 Ａ１ 管台の厚さのうち管台の必要厚さｔｂｒを除いた

部分で有効範囲ＬＡ及びＬＮ内にある面積 

mm
2
 

 Ａ１Ｄ 図 2-9 に示す。 mm
2
 

 Ａ３ 主管の厚さのうち主管の必要厚さｔｒｒを除いた

部分で有効範囲ＬＡ内にある面積 

mm
2
 

 ＡＤ１ 管台の厚さのうち管台の必要厚さｔｂｒを除いた

部分で有効範囲ＬＡＤ及びＬＮ内にある面積 

mm
2
 

 ＡＤ３ 主管の厚さのうち主管の必要厚さｔｒｒを除いた

部分で有効範囲ＬＡＤ内にある面積 

mm
2
 

 ＡＲ２ 図 2-9 に示す。 mm
2
 

Ａｒ Ａｒ 穴の補強に必要な面積 mm
2
 

 Ａｒ２３ 穴の補強に必要な面積の 3 分の 2 mm
2
 

 Ｂ 図 2－8 に示す。 mm 

 ＢＸＸ 設計応力強さによる補正係数 － 

 Ｄｉｒ 主管の内径 mm 

ｄｏ Ｄｏｂ 分岐管の外径 mm 

 Ｄｏｒ 主管の外径 mm 

ｄ ｄ 断面に現われる穴の径 

平板の径又は最小内のり 

mm 

ｄ１，ｄ２ ｄ１，ｄ２ 隣接する２つの穴の各々の直径 mm 

 ｄｆｒ 補強を要しない穴の最大径 mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 － 

 Ｌ１ 主管表面より垂直に測った管台肩口までの距離 mm 

 Ｌ２ 主管表面より垂直に測った分岐管から管台移行

部までの距離 

mm 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

 ＬＡ 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有

効な範囲 

mm 

ｐ ＬＡＤ 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有

効な範囲 

mm 

ｐ ＬＮ 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効

な範囲 

mm 

 Ｑｂ 管台の厚さの負の許容差 ％，mm 

 ＱｂＤ 分岐管の厚さの負の許容差 ％，mm 

 Ｑｒ 主管の厚さの負の許容差 ％，mm 

Ｒ Ｒ 主管の平均半径（
2

ｔＤ
＝

ｒｏｒ－
） mm 

ｒ ｒ 穴の半径（
2

ｄ
＝ ） mm 

ｒ１ ｒ１ 管台の内側のすみの丸みの半径 mm 

ｒ２ ｒ２ 管台と主管との移行部の半径 mm 

ｒ３ ｒ３ 管台と分岐管との移行部の半径 mm 

ｒｉ ｒｉｂ 管台の内半径 mm 

ｒｍ ｒｍ 管台の平均半径（
2

ｔ
＋＝ｒ

ｂ
ｉｂ ） mm 

 ｒｐ 管台の外半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

 Ｓｍｂ 管台の材料の最高使用温度における設計応力強

さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1

による。 

MPa 

 Ｓｍｒ 主管の材料の最高使用温度における設計応力強

さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1

による。 

MPa 

ｔ ｔ 補強を要しない平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｂ 管台の最小厚さ mm 

Ｔｓ ｔｒ 主管の最小厚さ mm 
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設計・建設

規格の記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ｔｐ ｔｂＤ 分岐管の最小厚さ mm 

 ｔｂＤｏ 分岐管の公称厚さ mm 

ｔｎ ｔｂｎ ｔｂＤ＋0.667･ｙ（図 2－5）,ｔｂ（図 2－6）＊ mm 

 ｔｂｏ 管台の公称厚さ mm 

 ｔｂｒ 管台の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒｏ 主管の公称厚さ mm 

ｔｒ３ ｔｒｒ 主管の計算上必要な厚さ mm 

ｘ ｙ 傾斜面の食違い mm 

θ α 分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

ただし，60 ﾟ≦α≦90 ﾟ 

゜ 

θ θ 傾斜面の傾き角 ゜ 

 θ１ 傾斜面の分岐管との傾き角 ゜ 

 θ２ 傾斜面の主管との傾き角 ゜ 

 π 円周率 － 

 形式 管台の形状 

設計・建設規格 PPB-3424(1)a.の図 PPB-3424-

1(1)～(6)に対応する番号を示す。 

－ 

注記 ＊：図2-5及び図2-6中に記載のない記号については，図2-7及び図2-8を参照 
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(2) 計算手順及び算式 

a. 穴の形状 

管に設ける穴は，設計・建設規格 PPB-3421により円形又はだ円形であること。 

b. 管台の形状 

管台の形状は，設計・建設規格 PPB-3424(1)a.に示す図2-1～図2-6のいずれかとする。 

 

θ＝90ﾟ

ｒ１

ｙ

ｒ２

ｒ３

分岐管 

管台

ｒｍ 

ｔｂ

Ｄｏｂ

ｔｂ

2

Ｒ
 

ｔ
ｒ

 

 

ｔ
ｒ
 

分岐管と管台 

ｒｍ

Ｄｏｂ

ｔｂ

ｔｂ

2 
ｒ１

ｒ２

Ｒ
 

 

 

 図 2-1 図 2-2 

 

 

θ≦45 ﾟ

ｙ

ｒ１

ｒ２

ｒ３
Ｄｏｂ

ｒｍ 

ｔｂ

管台

分岐管

ｔｂ

2

θ

Ｒ
 

ｔ
ｒ
 

 

 

ｒ１

ｒ２

ｒｍ

ｒｉｂ ｔｂ 

ｔｂ

2 

Ｒ
 

ｔ
ｒ
 

 

 

 図 2-3 図 2-4 
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 ｔｂＤ

θ≦45 ﾟ 
ｒｍ＝ｒｉｂ＋0.5・ｔｂｎ

ｙ

ｒ３

ｒ１

ｒ２

Ｄｏｂ 

管台

分岐管

ｒｉｂ 

Ｒ
 

ｔ
ｒ
 

θ

 

 

ｒ１

ｒ２

ｒｍ ｔｂ 

2 

Ｒ
 

ｔ
ｒ
 

ｔｂ 

補強に有効な面積

補強に有効な面積

の重心を通る 

 

 

 図 2-5 図 2-6 
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ｔｂＤ 
ｔｂＤｏ

ｒ２

ｒ１

r d 

Ｄｏｂ

主管 

分岐管

ｒｉｂ

ｒｐ

ｔｂｒ 

ｔｂ 

ｔｂｏ

θ

ＱｂＤ

Ｌ
Ｎ
 

Ｄ
ｏ

ｒ
 

Ｄ
ｉ

ｒ
 

Ｑ
ｒ
 

ｔ
ｒ

ｒ
 

ｔ
ｒ

ｏ
 

ｔ
ｒ
 

Ｌ
１
 Ｌ

２
 

ＬＡ 

ＬＡＤ

Ａ１

ＬＡ

ＬＡＤ

Ａ３

α 

Ｑｂ

Ａｒ

C L 

C L 
 

 

図 2-7 
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Ａ

ｒ１

ｒ２

ｔｂｎ
＊ 

ｔｂＤｒｉｂ

Ｄｏｂ

注記＊：ｔｂｎは補強面積Ａ1の重心点を通る管台肉厚 

ＬＡ

Ｌ
Ｎ

 

Ｂ
 

θ
２
 

θ１

Ａ１

 

 

図 2-8 



 

1-50 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
2
 R
0 

c. 穴の補強の要否 

穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPB-3422を適用する。 

(a) 算式 

イ. 平板以外の管に設ける円形の穴であって，次に適合する場合は，穴の補強は不要

である。 

(イ) 穴の直径が ｒＲ・ｔ0.2・  以下であること。 

(ロ) 直径が ｒＲ・ｔ2.5・  の管内面に沿った円の中に 2 つ以上の穴がある場合に

おいて，それらの穴の直径の総和が ｒＲ・ｔ0.25・  以下であること。 

この場合において，それぞれの穴の中心間の管内面に沿った弧の長さは，

）＋ｄｄ（ 1.5・ ２１ 以上であること。 

(ハ) 隣接する 2 つの穴の中心間の主管内面に沿った弧の長さが， ）＋ｄｄ（ 1.5・ ２１

又は ）＋ｄｄ（ ＋0.5・ Ｒ・ｔ2.5・ ２１ｒ  のいずれか大きい方の値以上であること。 

ただし，(ロ)の規定に適合する場合は，この限りではない。 

(ニ) 穴の端と当該穴が存在する部分以外の局部応力発生箇所との距離は，

ｒＲ・ｔ.5・2  以上離れていること。 

ロ. 平板に穴を設ける場合であって，平板の厚さが次の式により計算した値以上であ

る場合は，穴の補強は不要である。 

(イ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の 2 分の 1以下の場合 

 
Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は設計・建設規格 PPB-3413 の表 PPB-3413-1 中(f)の場合を

除き，0.375 以上とすることを要しない。 

(ロ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の 2 分の 1を超える場合 

 
Ｓ

.25・Ｋ・Ｐ2
ｔ＝ｄ・   

(b) 評価 

不要な場合は，穴の補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｄ項以降による。 
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d. 穴の補強に有効な範囲 

穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPB-3424(1)a.及び設計・建設規格 PPB-

3424(4)を適用する。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の2つの式

より計算したいずれか大きい方の値 

＝ｄＬＡ  

ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡＤ）は，次の値（補

強に必要な面積の3分の2に対応する補強に有効な範囲） 

ｒＲ・ｔ＝ｒ＋0.5・ＬＡＤ      　の場合）Ｒ・ｔ0.5・≦（ｔ ｒｂ    

ｒｂ ＋ｔsinα／ｔ＝ｒ＋ＬＡＤ   　の場合）Ｒ・ｔ＞0.5・（ｔ ｒｂ    

(b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲ＬＮは，次の表の左欄に掲げ

る区分に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げる計算式より計算した値 
 

管台の形状 計 算 式 

図 2-1，図 2-2，図 2-3 及び図 2-4 ２＋0.5・ｒ ｔｒ＝0.5・Ｌ ｂｍ・Ｎ    

図 2-5 及び図 2-6 ｂｎｍＮ ・ｔｒ＝0.5・Ｌ    
 

e. 主管の厚さの計算 

主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ）は，設計・建設規格 PPB-3411(1)を適用する。 

 
＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｍｒ

ｏｒ
ｒｒ  

f. 管台の厚さの計算 

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，設計・建設規格 PPB-3411(1)を適用する。 

＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｍｂ

ｏｂ
ｂｒ  

g. 穴の補強計算 

(a) 補強に必要な面積 

イ. 穴の補強に必要な面積（Ａｒ）は，設計・建設規格 PPB-3424(1)c.(c)を適用す

る。 

4

π・ｒ
－ｒ ＋2・）2－sinα（ ・＝ｄ・ｔＡ

２
１２

１ｒｒｒ  

ロ. 穴の補強に必要な面積の 3分の 2（Ａｒ２３）は，設計・建設規格 PPB-3424(4)を

適用する。 

ｒｒ ・Ａ
3

2
＝Ａ ２３  

(b) 補強に有効な面積 

穴の補強に有効な面積は，設計・建設規格 PPB-3424(1)b.，設計・建設規格 PPB-

3424(4)，設計・建設規格 PPB-3424(6)及び設計・建設規格 PPB-3424(7)を適用す

る。 
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イ. Ａ３及びＡＤ３ 

）－ｔ（ｔ ・ －ｒ）（Ｌ ＝2・Ａ ｒｒｒＡ ３　  

）－ｔｔ（ ・ ）－ｒＬ（ ＝2・Ａ ｒｒｒＡＤＤ３  

ロ. Ａ１及びＡＤ１ 

）－Ａ－ＡＡ（＋Ａ ＝2・Ａ ５４１２１ ＤＲ  

）－Ａ－ＡＡ（＋Ａ ＝2・Ａ ５４１２１ ＤＲＤ  

ただし， ２ＲＡ ， Ｄ１Ａ ， ４Ａ 及び ５Ａ は以下による。 

ＬＮ≦Ｌ１の場合 

＝0Ａ

＝0Ａ

・cosecα・Ｌ ）－ｔｔ（＝Ａ

4

π
1－ ・ ＝ｒＡ

     ５

     ４

１

２
２２

Ｎ  Ｄ

Ｒ

ｂｒｂ

＊

 

Ｌ１＜ＬＮ≦Ｌ２の場合 

＝0Ａ

2

－ＬＬ
 ・ 

－ＬＬ

－ＬＬ
α・・cosec ）－ｔ＝（ｔＡ

α・Ｌ・cosec ）－ｔ＝（ｔＡ

4

π
1－ ・ ＝ｒＡ

     ５

１

１２

１
     ４

１

２
２２

ＮＮ
Ｄ

Ｎ  Ｄ

Ｒ

ｂｂ

ｂｒｂ

＊

  

 

ＬＮ＞Ｌ２の場合 

）－ＬＬ（ α・・cosec ）－ｔｔ（＝Ａ

2

－ＬＬ
α・・cosec ）－ｔｔ（＝Ａ

α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（＝Ａ

4

π
1－ ・ ＝ｒＡ

２    ５

１２
    ４

１

２
２２

ＮＤ

Ｄ

Ｎ Ｄ　

Ｒ

ｂｂ

ｂｂ

ｂｒｂ

＊

   
 

注記 ＊：補強に有効な範囲にない部分が生じる場合は，ＡＲ２＝0 とする。 

 

Ａ１Ｄ

ｔｂ

ｔｂＤ

ｔｂｒ

Ｌ
Ｎ
 

Ｌ
１

 

Ｌ
２
 

ＡＲ２

Ａ４

Ａ５ 

 

注：図中の斜線部がＡ１ 

 

図 2-9 
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ハ. Ａ０及びＡ０Ｄ 

ｘｘ

ｘｘ

・Ｂ＋Ａ＝ＡＡ

・Ｂ＋Ａ＝ＡＡ

１３０

１３０

ＤＤ
＊ 

注記＊： １１ ＤＡ≠Ａ のときは， 

ｘｘ・Ｂ＋Ａ＝ＡＡ １３０ ＤＤＤ  

ただし，Ｂｘｘは設計応力強さによる補正係数で， 

ｍｒ

ｍｂ
ｘｘ

Ｓ

Ｓ
＝Ｂ  （Ｓｍｒ＞Ｓｍｂのとき） 

1＝Ｂｘｘ  （Ｓｍｒ≦Ｓｍｂのとき） 

とする。 

(c) 評価 

a. 穴の補強に有効な面積の総和（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ） 

b. 穴の補強に有効な面積の総和（Ａ０Ｄ）≧穴の補強に必要な面積の3分の2

（Ａｒ２３） 

以上の条件が満足されるならば穴の補強は十分である。 

(3) 補足 

a. 補強に有効とみなす部分のうち，Ａ１で示される部分（図2-7参照）の熱膨張係数は，

主管のそれの0.85倍以上1.15倍以下であること。 

b. 補強に有効な部分は，2つ以上の穴に重複して有効としてはならない。 

c. 図2-8に示す管台については，図2-6に従い計算を行う。 

d. 隣接する2つの穴の中心間の距離は，これらの穴の径の平均値の1.5倍以上であり，か

つ，これらの穴の間にある補強に有効な面積は，これらの穴の補強に必要な面積の50％

以上であること。 

e. 補強に必要な面積の2分の1以上の補強に有効な面積は，穴の中心線の両側にあること。 

f. 本書は，αが90°の場合での計算例を示す。 
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2.7 フランジの強度計算 

フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPB-3414を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3を適用する。 

(1) 記号の説明 
 

設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1のときの一体形フランジの場合）

Ｂ＋ｇ１（一体形フランジでｆの最小採用値は 1

であるが，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 4

より求まるｆが1未満となる場合） 

mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 表 3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 係数 

)(一体形フランジの場合　・ｇ・ｈ
Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ  

mm
3
 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

 ｄｉ 穴あきボルトの内径 mm 

ｅ ｅ 係数 

)(一体形フランジの場合　
ｈ

Ｆ
＝

ｏ
 

mm
-1
 

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 5又は表 4による。） 

－ 

ｆ ｆ ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書 3 図 4 又は表 4 による。） 

－ 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＤ ＨＤ 内圧によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

ＨＧ，ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ＨＴ ＨＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重とフラン

ジの内径面に加わる荷重との差 

N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈ０ ｈｏ ０・ｇＢ  mm 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 － 

Ｌ Ｌ 係数（
ｄ

ｔ
＋

Ｔ

1・ｅ＋ｔ
＝

３

） － 

ＭＤ ＭＤ 内圧によってフランジの内径面に加わるモーメ

ント 

N･mm 

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモーメ

ント 

N･mm 

Ｍ０ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメント N･mm 

ＭＴ ＭＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重とフラン

ジの内径面に加わる荷重との差によるモーメン

ト 

N･mm 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書 3 表 2による。） 

－ 

Ｎ  Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書 3 表 3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 － 

Ｍ Ｍｅ フランジ部に作用するモーメント N･mm 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

ＰＦＤ Ｐ 設計圧力 

応力計算に用いる設計圧力は最高使用圧力に 

Ｐｅｑを加えたものである。 

MPa 

Ｐｅｑ Ｐｅｑ 管の自重及びその他の機械的荷重によりフラン

ジ部に作用する曲げモーメントを圧力に換算し

た値 

３・Ｇπ

・Ｍ16
＝Ｐ

ｅ
ｅｑ

  
 

MPa 

 Ｐｏ 最高使用圧力 MPa 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交

点までの半径方向の距離 

mm 

Ｔ Ｔ 
Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ 
Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５

附属書 3 図 8又は表 4による。） 

－ 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

Ｙ Ｙ 
Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 表 2 による。） 

N/mm
2
 

Ｚ Ｚ 
Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数（ＪＩＳ Ｂ

８２６５ 附属書 3 図 7 による。） 

－ 

π π 円周率 － 
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設計・建設

規格又は 

ＪＩＳの記号
計算書の表示 表示内容 単位 

σａ σａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による。 

MPa 

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7

による。 

MPa 

σｆ σｆａ 常温におけるフランジ材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

σｆ σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

による。 

MPa 

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 

 形式 フランジの形式 － 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート － 

 SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼) － 

注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ

「MPa」に読み替えるものとする。 
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(2) フランジの形式 

フランジの形式及び各部の記号は，図 2-10 及び図 2-11 による。 

ただし，Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 

 

φ
Ａ

 

φ
Ｃ

 Ｎ
 

ｈ
Ｔ
 

ｈ
Ｇ
 

Ｒ
 

2
 

φ
Ｇ

 

ｂ
 

ｇ
１

 

ｇ
１

 ｇ
１

 

ｇ
０

 

ＨＴ

ＨＧ

ＨＤ

ｈ
Ｄ

 

φ
Ｂ

 

Ｗ

ｈ＊ｔ
ガスケット

2
 

 

ＴＹＰＥ－1  ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 8) 

 

 

2
 

ガスケット

2
 

φ
Ａ

φ
Ｃ

Ｎ
 

ｈ
Ｔ
 

ｈ
Ｇ
 

Ｒ
 

φ
Ｇ

 

ｂ
 

ｇ
１

 

ｇ
１

 ｇ
１

 

ｇ
０

 

ＨＴ

ＨＧ

ＨＤ

ｈ
Ｄ

 

Ｗ

ｈ*ｔ

φ
Ｂ

 

 

ＴＹＰＥ－2  ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 8) 

 

注記 ＊：フランジに近いハブのこう配が 1／3以下の場合は，ｈは下図に従う。 

 

go
 

ｈ

 

  

図 2-10 一体形フランジ  
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 ｈ
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ｇ
１

 

2
 

φ
Ｂ

ＨＴ

ＨＧ

ＨＤ

ｇ０＝ｇ１ 

Ｗ

ｔ
ガスケット

 

ＴＹＰＥ－3  ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 6) 

 

 

図 2-11 一体形フランジ 
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(3) 内圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

ｂ＝ ｏｂ2.52・  

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

・Ｐ・π・ｂ・Ｇ・ｍ ＝2Ｈ

・Ｐ ・Ｇ
4

π
＝ Ｈ　

＝Ｈ＋ＨＷ

ｇ  Ｐ

Ｐｍ

２

 １

   

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

＝π・ｂ・Ｇ・ｙＷ ２ｍ  

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

ｂ

ｍ
ｍ

σ
１

１
Ｗ

＝Ａ  （使用状態） 

ａ

ｍ
ｍ

σ
２

２
Ｗ

＝Ａ  （ガスケット締付時） 

)・ｎ－ｄ・(ｄ
4

π
＝Ａ

），ＡＡ（Max＝Ａ

２２

２１

ｉｂ  ｂ

ｍｍ  ｍ

  
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

１ｍｏ＝ＷＷ   （使用状態） 

ａ
ｂｍ

ｇ σ・
2

＋ＡＡ
＝Ｗ    （ガスケット締付時） 
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e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

ＤＴ

Ｇ

Ｄ

＝Ｈ－ＨＨ

－Ｈ＝ＷＨ

・Ｐ ・Ｂ
4

π
＝Ｈ

ｏ

２  

 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 
 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ １Ｒ＋0.5・ｇ  2

－ＧＣ
 

2

＋ｈ＋ｇＲ Ｇ１

 

ただし， 

 １－ｇ
2

－ＢＣ
＝Ｒ  

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

ＴＧＤＯ

ＴＴＴ

ＧＧＧ

ＤＤＤ

＋Ｍ＋Ｍ＝ＭＭ

・ｈ＝ＨＭ

・ｈ＝ＨＭ

・ｈ＝ＨＭ

 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

2

ＧＣ
 ・＝ＷＭ ｇｇ  

i. 一体形フランジの応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏｏ

ｏ

ｏｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈｏ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂ t

Ｙ・Ｍ
＝

・Ｂ Ｌ・ｔ

・Ｍ ）1.33・ｔ・ｅ＋1（
＝

4・ｇ

・ＢＰ
＋

・Ｂ Ｌ・ｇ

ｆ・Ｍ
＝

２

２

０
２

１

ｏ

ｏ
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(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
ｇ

ｇ

ｇ
ｇ

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

Ｙ・Ｍ
＝

・ＢＬ・ｔ

・Ｍ）1.33・ｔ・ｅ＋1（
＝

・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ
＝

２

２

２
１

  

  
  

  

 

ただし， 

ｄ

ｔ
＋

Ｔ

1・ｅ＋ｔ
＝ Ｌ

３

 

０・ｇＢ＝ｈo  

２
０ｇ・・ｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ｄ ｏ   （一体形フランジ） 

ｏｈ

Ｆ
＝ ｅ  （一体形フランジ） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さい場合は，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

(3) 評価 

内圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

a. ボルトの総有効断面積 Ａｍ＜Ａｂ 

b. ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

c. フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

d. フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ
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別紙 1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領 
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1. 適用範囲 

本要領書は，管の基本板厚計算書中の概略系統図の作成方法に適用する。 

2. 書式 

(1) 用紙は A4（又は A3）サイズとし，用紙の記載範囲については，下記を原則とする。 

 

注 1：破線内は記載範囲である。 

注 2：網掛け部に系統名を記載する。 

（例） 主蒸気系概略系統図 

注 3：上記寸法は目安値である。 

注 4：訂正マークの記載は任意とする。 

  

A3 版 

A4 版 
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(2) 概略系統図に用いる線については，下記に従うものとする 

区分 線の種類 線の太さ 

・工事計画記載範囲のＳＡ範囲の配管 太い実践（   ） 0.8～1.0mm 

・当該申請回の機器＊1，弁，スペシャリティ，レジュ

ーサ，キャップ，フランジ，平板，伸縮継手 

・建屋区分 

・既認可図書を呼び出す配管 

細い実線（   ） 0.3～0.5mm 

・申請ラインのうち，別シートに記載されているか，

若しくは別工認の概略系統図中に記載されている

が，系統の接続を示すため記載するライン，機器，

弁，スペシャリティ，レジューサ，キャップ，フラ

ンジ，平板，伸縮継手 

・工事計画書に記載される管継手で分岐部が申請対象

外の場合にその管継手を表すために記載するライン 

・申請範囲ではないが，系統の接続を示すために必要

なライン＊2
 

・ＳＡ範囲外の主配管 

細い破線（   ） 0.3～0.5mm 

注記 ＊1：原子炉格納容器貫通部は，破線で記載する。 

＊2：φ61mm 以下の穴で，穴の補強が不要なものについては表示不要とする。 
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3. 記載内容 

 項目 記載内容 

1 申請範囲 ・工事計画書記載範囲 

2 分岐合流 ・配管計装線図（以下「Ｐ＆ＩＤ」という。）及び工認系統図に合わ

せる。 

3 機器名称及び番号 ・機器名称は，正式名称＊で記載する。 

・機器番号は記載しない。 

 （例） ○○ポンプ（C001A） → ○○ポンプ（A） 

4 主要弁 ・弁番号及び駆動方式（MO，AO）は，工事計画書記載の弁について記

載する。 

5 フランジ ・フランジについては，下記のものについて記載する。 

 （イ） 機器と配管の取合い部となるフランジ 

 （ロ） 仕様変更（圧力，材料等）又は系統区分点となるフランジ

 （ハ） 強度計算対象となるフランジ（設計・建設規格対象外フラ

ンジ） 

注 1：概略系統図のレイアウトは，制約がない限り極力，工認系統図に合わせる。 

注 2：配管口径，配管番号，系統略称及びクラス区分は記載しない。また，スペシャリティ番号

も記載しない。 

注 3：ドレン，ベント及びファンネルについては記載しない。 

  ただし，工事計画書に記載されている管継手により分岐されている場合は，分岐部の位

置を表す表示（破線表示）を行う。 

注 4：原子炉格納容器貫通部番号，原子炉圧力容器ノズル番号は記載し，その他の機器ノズル番

号は記載しない。 

注 5：系統の流れ表示は系統の接続を示す部分のみ記載する。 

注 6：ポンプの流れ方向表示は行わない。 

注記 ＊：東海第二発電所で定められた名称とする。 
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4. 記載要領 

4.1 配管 

(1) Ｐ＆ＩＤより概略系統図を作成する場合の表記（原則として） 

 

また，概略系統図のシートNo.（その1，その2等）は，原則として流れの上流側から付

番する。ただし，流れの方向が一定していないものは，工認系統図の順番に従い付番する。

また，パッケージ分については，シートの最後にもってきてもよいものとする。 

(2) Ｕシール部の表記 

Ｕシール部は，Ｕシール部とわかるように概略系統図へ記入する。 
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(3) 線の交差の表示 

線が交差する場合は下記に従うものとする。ただし，線の優先順位は，太い実線，細い

破線の順とし，同一線が交差する場合は横線を優先して記載する。 

 

(4) 配管の接続先表示 

a. 表記上概略系統図では，原則として工認系統図に合わせ「…へ」及び「…より」で統

一する。 

b. 同一系統の同一シート内での機器の接続は，実線で結ぶことを原則とする。 

c. 同一系統であって，別シートへの接続を表示する場合は，接続される概略系統図名を

記載する。また，読込んだシート内に接続する機器がある場合は機器名称も記載する。 

 

  

主蒸気系概略系統図 

（その 2）へ 
主蒸気系概略系統図 

（その 1）より 

（その 1） 

（その 2） 

主蒸気系概略系統図 

（その 4）へ 
主蒸気系概略系統図 

（その 3）より 

（その 3） 

（その 4） 
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概略系統図の構成が3枚となる場合の表記例 

 

  

○○系概略系統図 

（その 2）へ 

○○ポンプ 

○○系概略系統図（その 1） 

○○系概略系統図（その 1） 

○○ポンプより 

○○系概略系統図（その 3） 

○○熱交換器へ 

○○系概略系統図（その 2） 

○○系概略系統図 

（その 2）より 

○○熱交換器 

○○系概略系統図（その 3） 
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d. 他系統と取り合う場合は以下による。 

(a) 系統名は正式系統名称を記載するものとし，略称は使用しないものとする。 

(b) 当該申請回及び既申請回で申請されている系統と取り合う場合は，相手側の系統名

称及び接続する機器名称を記載する。＊ ただし，機器名称の中にその機器の属する

系統名称が表示されている場合は系統名称は記載しない。また，他系統の機器へ接続

するまでに機器が属する系統以外の他系統を経由する場合は，最初に接続する系統の

名称のみ記載する。 

注記 ＊：ユーティリティ系と接続する場合は系統名称のみとする。 

ただし，系統機能上重要なものは機器名称も記載する。 

なお，同一申請回において廃棄設備と取り合う場合は，概略系統図名と

機器名称を記載する。 

また，将来申請の系統と取り合う場合は，相手側の系統名のみ記載する。 

 

気体廃棄物処理系と復水器空気抽出系の取合いがあり，気体廃棄物処理系が先の申

請回で申請される場合 

 

床ドレン処理系と再生廃液処理系との取合いがあり，床ドレン処理系が先の申請回

で申請される場合 

 

 

(c) 弁取合いの場合の表記は，両系統に弁を記載し，弁が属する系統が申請される場合

には実線で，他系統の申請時記載する場合には破線で記載し，上記(a)項又は(b)項に

従った接続先表示をする。 

  

復水器空気抽出系より 
気体廃棄物処理系 

排ガス予熱器へ 

再生廃液処理系へ 
床ドレン処理系 

床ドレンサンプル 

タンクより 

気体廃棄物処理系概略系統図 

（復水器空気抽出系は将来申請） 

復水器空気抽出系概略系統図 

（気体廃棄物処理系は将来申請） 

床ドレン処理系概略系統図 

（再生廃液処理系は将来申請） 

再生廃液処理系概略系統図 

（床ドレン処理系は申請済） 
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e. 流体が行き来するライン（タイライン等）にあっては，お互い「○○より（へ）」と

呼び合うものとし，記載する事項は b 項，c項又は d 項と同様とする。 

 

注：流体がモード等により行き先が変わる場合，下記の例に従う。 

 

f. 接続先の配管が工認対象外である場合は，表記する必要はない。ただし，工事計画書

に記載する管継ぎ手にかかわる場合及び系統の接続を示すために必要なラインは，11

ページ「(9) 分岐部の申請範囲の表記」に示す表記をする。 

  

○○系概略系統図（その 2） 

○○タンク（Ｂ）より（へ） 

○○系概略系統図（その 1） 

○○タンク（Ａ）より（へ） 

（その 1） （その 2）

○○系概略系統図（その 2）

脱湿器より（へ） 

（その 1）

（その 2）

○○系概略系統図（その 1）

加熱器より・冷却器へ 

 

（その 2） 

 

（その 1）

冷却器

加
熱
器 

脱
湿
器 

弁の開閉により

①，②のように

流れが変わる。

ここでシートが

分かれる。 

①
②
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g. 既申請回（同一系統又は他系統）で申請されている系統と取り合う場合は，取合配管

の申請回を表記する。 

 

 

(5) 管台の表記は下記に従うものとする（寸法は目安値） 

 

 

(6) 継手類の表記は下記に従うものとする。 

a. ティー 

 

ただし，材料又は肉厚が接続配管と異なる場合は下記に示す仕様変更表示をする。 
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b. レジューサ 

(a) 偏心又は同心の区別は行わない。また，径違いソケットについてはレジューサ表記

とする。 

(b) 表記寸法（目安値） 

 

c. 鏡板，キャップ 

表記寸法（目安値） 

 

d. 平板 

表記寸法（目安値） 

(a) フランジにボルトで締め付けられるタイプ 

 

(b) (a)以外のタイプ 

 

(7) セーフエンド等の表記は下記に従うものとする。 

 

(8) 配管上で材料又は肉厚等が変更となる場合は下記の表示とする。 
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(9) 分岐部の申請範囲の表記 

分岐部の種類 申請形態 
クラス１管及び 

クラス２管の表記 
左記以外の表記 

同径ティー 

（設計・建設規格

規定のＪＩＳ規

格品） 

  

  

異径ティー 

及び管台 

（設計・建設規格

規定のＪＩＳ規

格品） 

 

  

同径ティー 

（設計・建設規格

規定のＪＩＳ規

格品以外） 

  

  

異径ティー 

（設計・建設規格

規定のＪＩＳ規

格品以外） 
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分岐部の種類 申請形態 
クラス１管及び 

クラス２管の表記 
左記以外の表記 

直管直付 

（同径） 

 

  

直管直付 

（異径） 

  

管台 

（設計・建設規格

規定のＪＩＳ規

格品以外） 

  

  

注 1：分岐部破線及び管台の表記寸法（目安値） 

 

注2：クラス１管及びクラス２管以外であっても，工認系統図上の分岐，合流を明確にする必要

がある場合にはクラス１管及びクラス２管の表記とする。 

ただし，主流路を形成する分岐部を除き，φ61 mm以下の穴で，穴の補強が不要なものにつ

いては分岐部破線表示又は管台表示は不要とする。  
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4.2 弁 

(1) 弁の形式は下記記号にて表示する。 

a. 逆止弁 

 

注：流れ方向の指示は表示しない。 

ただし，弁の向きは工認系統図に合わせる。 

b. バタフライ弁 

 

c. 三方弁 

 

d. 安全弁，逃がし弁 

 

e. アングル弁 

 

f. 上記以外の弁はすべてゲート弁表示とする。 

 

(2) 弁の開閉は表示しないものとし，すべて白抜きとする。 

(3) 主要弁の表記は下記に示すように駆動方式及び弁番号を記載する。（寸法は目安値） 
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(4) 弁の記載寸法は下記を原則とする。（目安値） 

    

(5) 前記(1)に係わらず，切替弁は下記表示とする。 

    
4.3 スペシャリティ及び計装品 

スペシャリティ及び計装品の表示は下記に従うものとする。 

(1) オリフィス 

a. 単段減圧オリフィス 

 

b. 多段減圧オリフィス 

 

c. ベンチュリ形流量制限器 

 

(2) 流量計 

a. オリフィスプレート式 

 

b. ベンチュリ式及びフローノズル式 

 

c. その他 
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(3) フローグラス 

 

(4) 伸縮継手 

 

(5) ストレーナ 

a. バスケットストレーナ 

 

b. Ｙ型ストレーナ 

 

c. Ｔ型ストレーナ 

 

d. コーンストレーナ（仮設のものは除く。） 

 

(6) スペクタクルフランジ 
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4.4 フランジ 

フランジは下記表示とする。（寸法は目安値） 

    

4.5 機器 

(1) ポンプ 

ポンプの形式の表示は下記に従うものとする。 

（図はフランジ取り合いを示している。） 

a. サンプポンプ  b. ほう酸水注入ポンプ  c. その他すべてのポンプ 

 

(2) その他の機器 

当該配管が直接接続している機器の概略形状を記載する。 

（形状は原則として工認系統図に合わせる。） 

(3) 機器取合点表示 

a. フランジ取合点 

 

b. ノズル取合点 

 

(4) 復水器貫通部表示 
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4.6 その他 

(1) 原子炉格納容器及び原子炉格納容器貫通部は下記表示とする。 

    

(2) 原子炉圧力容器及び原子炉圧力容器ノズルは下記表示とする。 

 

注：「N－4A」と”－”は表記しない 

(3) 複数の建屋に配管がまたがる場合の建屋の区分は下記表示とする。（寸法は目安値） 

 

注 1：Ｒ／Ｂ，Ｔ／Ｂ等の略称は使用しない。 

注 2：埋込部の表示は行わない。 

注 3：建屋外のダクトは「屋外」と，2m ギャップは「連絡トレンチ」と呼称する。 

(4) スパージャ，ディフーザ及びクエンチャは下記表示とする。 

 

(5) 水面は表示しない。 
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(6) ユニットとして同一のものが多系列にわたっている場合の記載方法は，下記のように代

表箇所のみ，配管構成及び計算箇所を表示する。 

 

 

  

○○ろ過装置（Ａ）～（Ｃ）付番 
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5. 管番号及び継手番号 

5.1 付番の原則 

(1) 板厚計算を行うすべての管及び継手に対し番号を付番するものとし，同一仕様のもの

は同一番号とする。また，付番は原則として系統の上流側より主流路に沿って系統の

終わりまで行う。 

ただし，同一系統内に異なるクラスがある場合は，上位クラスを優先して付番する。 

(2) 管番号及び継手番号は下記条件の切換点で変更するものとする。 

・最高使用圧力 

・最高使用温度 

・外径 

・肉厚 

・材料 

・製法 

・クラス 

(3) 管番号及び継手番号 

・管（セーフエンド及び規格外 

      エルボを含む。） 

・管継手 

 

・ティー，管台，枝管等の穴   （規格外継手に適用） 

 

・レジューサ     （  同  上  ） 

 

・鏡板，キャップ    （  同  上  ） 

 

・平板，閉止フランジ    （  同  上  ） 

 

・フランジ     （  同  上  ） 

 

・伸縮継手     （  同  上  ） 

 

・穴あき管     （  同  上  ） 
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(4) 管番号の記入 

a. 番号の矢印は 2箇所以内とする。 

  （誤）   （正） 

 

b. 同一仕様であっても，弁及びフランジ等により仕様変更か否か誤解を招くと思われる

場合は必ず番号を取る。 

 

c. 管番号を記入することによって，概略系統図が煩雑になる場合は下記のように表示す

る。 

 

d. 寸法（目安値） 
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5.2 管継手部の管番号及び管継手マークの記載 

(1) 一般原則 

管の基本板厚計算書概略系統図における管番号の付番は，5.1 項を原則とし，各管番号に

て示された範囲が，管継手のみにて構成される場合は，管と管継手を区別するため管番号に

管継手マーク”＊”を付ける。 

(2) 管継手部の記載要領 

管の基本板厚計算書概略系統図における管継手マークの記載は(1)項に従うが，管継手

部における具体的な記載要領を下記に示す。 

a. エルボ 

エルボの両端にエルボと仕様の異なる管又は管以外の要素が接続される場合，エルボに

管番号を付番し，管継手マーク”＊”を付ける。 

ただし，同一ライン上にある他に付番された管番号により当該エルボの仕様がわかる場

合は，管番号を省略する。 

注：接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩＳ規格のエルボについては，ク

ラス１管及びクラス２管を除き，接続される管と同一仕様と見なす。 

b. ティー 

(a) ティーの主管側 と接続される管 が同一仕様である場合は， に管番号を付番す

る。ただし，表記スペースの関係上 （ 側半分）に管番号を付番する場合もある。 

(b) ティーの主管側 と接続される管 が同一仕様である場合は， に管番号を付番す

る。ただし，表記スペースの関係上 （ 側半分）に管番号を付番する場合もある。 

(c) ティーの主管側 の両端に仕様の異なる管又は管以外の要素が直接接続される場合

は， に管番号を付番し，管継手マーク”＊”を付ける。ただし，管以外の要素が 

と同一仕様の管継手であれば，管以外の要素側に付番する場合もある。 

(d) ティーの分岐管側 と接続される管 が同一仕様である場合は， に管番号を付番

する。たたし,表記スペースの関係上 に管番号を付番する場合もある。 
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(e) ティーの分岐管側 に仕様の異なる管又は管以外の要素が直接接続される場合は，

 に管番号を付番し，管継手マーク”＊”を付ける。ただし，管以外の要素が と同

一仕様の管継手であれば，管以外の要素側に付番する場合もある。 

注：主管側又は分岐管側において接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩ

Ｓ規格のティーについては，クラス１管及びクラス２管を除き，接続される管と

同一仕様と見なす。 

 

 

c. レジューサ 

レジューサに仕様の異なる管若しくは管継手が接続される場合，又は管若しくは管継手

以外の要素が接続される場合，レジューサ端部に管番号を付番し，管継手マーク”＊”を

付ける。 

注：接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩＳ規格のレジューサについては，

クラス１管及びクラス２管並びに汽力設備を除き，接続される管と同一仕様と見な

す。 

d. キャップ 

キャップに仕様の異なる管若しくは管継手が接続される場合は，キャップ端部に管番

号を付番し，管継手マーク”＊”を付ける。 

注：接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩＳ規格のキャップについては，

クラス１管及びクラス２管を除き，接続される管と同一仕様と見なす。 
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（ティー主配管側＋レジューサ） 

 

 

（ティー主管側＋弁） 

 

 

 

管番号及び管継手マーク記載原則の実例（その 1） 
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（ティー分岐管側＋レジューサ） 

 

 

（ティー分岐管側＋弁） 

 

 

 

管番号及び管継手マーク記載原則の実例（その 2） 
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（ＪＩＳ厚肉ティー） 

（ア） クラス１管及びクラス２管…同材質で単に肉厚アップしている場合も管番号を付す。 

 

（イ） 上記以外…同材質で単に肉厚アップしただけの場合は管番号自体が不要。 

 

（ＪＩＳ厚肉レジューサ） 

（ア） クラス１管及びクラス２管並びに汽力設備…同材質で単に肉厚アップしている場合も

管番号を付す。 

 

（イ） 上記以外……同材質で単に肉厚アップしただけの場合は管番号自体が不要。 

 

 

 

管番号及び管継手マーク記載原則の実例（その 3） 
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（ＪＩＳ厚肉キャップ） 

（ア） クラス１管及びクラス２管……同材質で単に肉厚アップしている場合も管番号を付す。 

 

（イ） 上記以外……同材質で単に肉厚アップしただけの場合は管番号自体が不要。 

 
 

 

管番号及び管継手マーク記載原則の実例（その 4） 
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5.3 管番号表示の際に注意すべき事項 

(1) 管 

曲げ管は直管と同等に考えるものとし，表示は行わないものとする。 

(2) 管継手（ティー，エルボ，レジューサ，キャップ） 

a. 設計・建設規格規定のＪＩＳ規格の継手であって，接続配管と同等以上の強度を有す

る場合は，板厚計算は不要である。したがって，管番号はとらないで管の基本板厚計算

書中に以下の事項を明示する。ただし，接続配管と材料又は厚さが異なる管継手につい

ては，ＪＩＳ規格の管継手であっても直管相当として板厚計算を記載する。 

規格外継手（設計・建設規格規定のＪＩＳ規格以外の継手）には，管番号又は継手番

号を付番するものとする。 

注1：接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩＳ規格の管継手については，

クラス１管及びクラス２管を除き，接続される管と同一仕様と見なす。 

注2：接続配管のスケジュール番号と同等以上，かつ，接続配管の材料と同等以上の強

度を有するＪＩＳ規格の差込み溶接式管継手については，クラス１管及びクラス

２管を除き，接続される管と同一仕様と見なす。 

b. a項にかかわらず下記に示す場合は管板厚計算を行うので管番号を付番する。 

(a) レジューサの多段直列接続の場合 

(b) 異径ティーで分岐部がレジューサ等に接続する場合，機器直結のレジューサのよう

に溶接部における口径が表れない場合又は機器，エルボ，レジューサ直結で直管が

ない場合 

(c) 接続配管と同等以上の強度を有さない場合 

c. 分岐部分が強度計算対象外の配管に接続している場合は付番しない。 

(3) 番号表示例 

a. エルボの強度計算を行う場合 
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b. 設計･建設規格規定のＪＩＳ規格品管継手を使用する場合 

(a) 管継手の材料又は肉厚が接続配管と異なる場合は，すべて管番号を付番し，直管相

当の計算を記載する。（クラス１管及びクラス２管（レジューサについては，汽力設

備も含む。）の場合） 
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(b) レジューサの2段直列接続 

注：接続配管と同材，同肉厚の場合を示す。 

 

(c) ティーとレジューサの直付等のように接続部における口径が表示できない場合 

 

(d) エルボとレジューサが直付でエルボに接続配管がない場合 
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c. 設計・建設規格規定のＪＩＳ既設品以外の管継手を使用する場合 

(a) 管継手の材料又は肉厚が接続配管と異なる場合 
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注記 ＊1：仕様が①と異なる場合を示す。 

＊2：仕様が②と異なる場合を示す。 
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(b) 管継手の材料及び肉厚が接続配管と同じ場合 
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(c) レジューサが2段直列接続となる場合 

 

(d) 鋼板製ティーとレジューサが直付の場合 

 

注記 ＊1：仕様が①と異なる場合を示す。 

＊2：仕様が⑥と異なる場合を示す。 
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(4) フランジ 

ＪＩＳ Ｓ ２２３８，２２３９又は２２４０の規格に適合し，設計・建設規格 付録 

材料図表 Part1に規定される材料を使用する場合，若しくは設計・建設規格 別表2に規

定されるフランジを使用する場合以外は，継手番号を付番する。 

ただし，ＪＩＳ等の規格フランジに圧力検出用の穴をあけた場合，規格フランジとして

扱う。 

(5) その他 

a. 弁メーカの工場で溶接される弁の付属品としてのセーフエンドには，管番号を付番し

ないものとする。また，バタリング（異材肉盛溶接）についても管番号は付番しないも

のとする。 

b. 下記に示すセーフエンドは管として扱うものとする。 

 

c. ベンチュリ形流量制限器，ベンチュリ式流量計及びフローノズル式流量計について計

算する場合は，下記のごとく管番号を付記する。 

 

ベンチュリと一体の部分は計測器 

扱いとし，管番号は付番しない。 



 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
2
 R
0 

別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット 
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1. 管の基本板厚計算書の書式例 

書式例を次紙以降に示す。 
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Ⅴ－3－0－0－0－0－0 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-* クラス＊機器の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-1-6 重大事

故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-* 

クラス＊管の強度計算方法」及び「Ⅴ-3-2-10 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語について

は，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表 

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 評価条件に変更があるか 

既工認に 

おける 

評価結果

の有無 

既工認 

評価規格

評価 

区分

同等性 

評価区分

評価 

クラス DB 

クラス

SA 

クラス

クラス

アップ

の有無

DB条件 SA条件 
条件 

変更の

有無 圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 既設 有 DB-3 SA-2 有   
 

 有 有 S45告示 ② － SA-2 

2 新設 
有 DB-3 SA-2 －     － － 

－ 
③ － 

SA-2 

3 新設 
有 DB-3 SA-2 －     － － 

－ 
③ － 

SA-2＊1 

4 新設 
有 DB-3 SA-2 －     － － 

－ 
③ － 

SA-2＊1 

5 新設 
有 DB-3 SA-2 －     － － 

－ 
③ － 

SA-2＊1 

6 既設 
有 DB-3 SA-2 有     有 有 

S45告示 
② － 

SA-2 

7 
既設 有 DB-3 SA-2 有     有 有 

S45告示 
② － 

SA-2 
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・適用規格の選定 

管No. 評価項目 
評価 

区分 
判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 ② 同等 設計・建設規格 

2 管の強度計算 

③ 

－ 設計・建設規格 

3 管の強度計算 － 設計・建設規格 

4 管の強度計算 － 設計・建設規格 

5 管の強度計算 － 設計・建設規格 

6 
管の強度計算 

② 

評価式 S45告示 

7 
管の強度計算 

許容値 S45告示 

8 
管の強度計算 

許容値 S45告示 

9 
管の強度計算 

評価式 S45告示 

10 
管の強度計算 

許容値 S45告示 

11 
管の強度計算 

評価式 設計・建設規格 

12 
管の強度計算 

評価式 設計・建設規格 

13 
管の強度計算 

評価式 S45告示 

14 
管の強度計算 

許容値 S45告示 

15 
管の強度計算 

③ － 設計・建設規格 

T1 管の穴と補強計算 

② 

判断不可 
S45告示 

設計・建設規格 

T2 管の穴と補強計算 判断不可 
S45告示 

設計・建設規格 
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Ⅴ－3－＊－＊－＊ 管の基本板厚計算書 

既工認図書を呼び出す例（1／2） 
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1. 概要 

本計算書については，重大事故等対処設備としての評価結果を示すものであるが，設計基準対

象施設としての使用条件を超えないことから，評価結果については平成**年**月**日付け**資庁

第****号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅳ－*－*－* 管の基本板厚計算書」による。 

既工認図書を呼び出す例（2／2） 
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第二部 クラス１管の応力計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本計算方法は，発電用原子力設備のうち，管の応力計算書（以下「計算書」という。）につ

いて説明するものである。 

 

1.2 適用規格 

適用規格を以下に示す。 

(1)実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」とい

う。） 

(2)実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（以下「技術基準規則解

釈」という。） 

(3)発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥＳ

ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）（以下「設計・建設規格」という。） 

 

2. クラス１管の強度計算方法 

2.1 計算方針 

設計基準対象施設はそれぞれの施設の評価条件での設計・建設規格による評価を実施する。 

技術基準規則解釈において，技術基準規則第 17 条に規定の要求に適合する材料及び構造と

は，設計・建設規格によることから，クラス１管は，設計・建設規格 PPB-3500 による評価

を実施する。 
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2.2 計算方法 

2.2.1 解析による計算 

応力計算は三次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管系の動的解析手

法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。なお，解析は計算機コード「ＳＡＰ－

Ⅴ」を使用する。 

 

2.2.1.1 解析モデルの作成 

配管系の解析モデル作成に当たっては，以下を考慮する。 

(1)配管系は三次元多質点系モデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する剛性を考慮

する。 

(2)弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁の剛性

を考慮したモデル化を行う。 

(3)同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4)分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対して分

岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合にはこの限りで

はない。 

(5)質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを十分に

表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6)配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮する。 

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮する。 

c. アンカ：6 方向を固定と扱う。 

d. ガイド：拘束方向及び回転拘束方向の剛性を考慮する。 

(7)配管系の質量は，配管自体の質量（フランジ部含む。）の他に弁等の集中質量，保温材及

び管内流体の質量を考慮するものとする。 
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2.2.1.2 解析条件 

解析において考慮する解析条件を以下に示す。 

(1) 荷重条件 

a. 内圧 

b. 機械的荷重（自重及びその他の長期的荷重） 

c. 機械的荷重（逃し弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重） 

d. 熱膨張及び熱による支持点の変位による応力 

e. 配管肉厚方向の温度こう配及び管軸に沿った構造上不連続部に生じる熱応力 

  



 

2-4 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-2
-
2
 R
0 

2.2.2 計算式 

2.2.2.1 記号の定義 

計算式中に説明のない記号の定義は下表のとおりとする。 

記号 単位 定義 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 
－ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次応力の計算に使用するもの） 

Ｃ１，Ｃ２，Ｃ２ｂ 

Ｃ２ｒ，Ｃ３，Ｃ３’
－ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次＋二次応力の計算に使用するもの） 

Ｃ４ － 
フェライト系材料に対し 1.1，オーステナイト系材料に対し

1.3 

Ｄ０ mm 管の外径 

Ｅ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に規定する縦弾性

係数 

Ｅａｂ MPa 

構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高いと推定した

点又は材質を異にする点を境とするそれぞれの側の室温にお

ける設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に規定する縦

弾性係数の平均値 

Ｋ１，Ｋ２，Ｋ２ｂ，

Ｋ２ｒ，Ｋ３ 
－ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（ピーク応力の計算に使用するもの） 
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記号 単位 定義 

Ｍｂｐ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷

重により生ずるモーメント 

Ｍｂｒ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に限

る。）により生ずるモーメント 

Ｍｂｓ N･mm 

（Ｓｎ,Ｓｐ）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐

管の熱膨張，支持点の変位及び機械的荷重（自重を除く。）

により生ずるモーメント 

（Ｓｎ’）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管

の支持点の変位（熱によるものを除く。）及び機械的荷重

（自重を除く。）により生ずるモーメント 

（Ｓｅ）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の

熱による支持点の変位及び熱膨張により生ずるモーメント 

Ｍｃ N･mm 
管の熱による支持点の変位及び熱膨張により生ずるモーメン

ト 

Ｍｉｐ N･mm 管の機械的荷重により生ずるモーメント 
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記号 単位 定義 

Ｍｉｓ N･mm 

（Ｓｎ，Ｓｐ）：管の熱膨張，支持点の変位及び機械的荷重

（自重を除く。）により生ずるモーメント 

（Ｓｎ’）：管の支持点の変位（熱によるものを除く。）及び

機械的荷重（自重を除く。）により生ずるモーメント 

（Ｓｅ）：管の熱による支持点の変位及び熱膨張により生ずる

モーメント 

Ｍｒｐ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

により生ずるモーメント 

Ｍｒｓ N･mm 

（Ｓｎ，Ｓｐ）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主

管の熱膨張，支持点の変位及び機械的荷重（自重を除く。）

により生ずるモーメント 

（Ｓｎ’）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の

支持点の変位（熱によるものを除く。）及び機械的荷重（自

重を除く。）により生ずるモーメント 

（Ｓｅ）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の熱

による支持点の変位及び熱膨張により生ずるモーメント 

ｎｉ － 繰返し荷重ｉの実際の繰返し回数 

Ｎｉ － 繰返し荷重ｉの許容繰返し回数 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐ０ MPa 供用状態Ａ及びＢにおいて生ずる圧力 

Ｐ０’ MPa 供用状態における最大圧力 
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記号 単位 定義 

Ｓｃ MPa 
室温における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に規

定する材料の許容引張応力 

Ｓｅ MPa 熱膨張応力 

Ｓ  MPa 繰返しピーク応力強さ（設計・建設規格 PPB-3533 による。） 

Ｓｍ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に規定する材料の

設計応力強さ 

Ｓｎ MPa 一次＋二次応力 

Ｓｎ’ MPa 一次＋二次応力（熱によるものを除く。） 

Ｓｐ MPa ピーク応力 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

Ｓｙ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の

設計降伏点 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｔａ，Ｔｂ ℃ 

構造上の不連続部のうち応力集中度が最も高いと推定した点

又は材質を異にする点を境とするそれぞれの側における次の

計算式により計算した範囲 a，b 内の平均温度 

ｂｂｂａａａ ｔｄ，ｔｄ  

ｄａ及びｄｂ：構造上の不連続部のうち応力集中度が最も高い

と推定した点を境とするそれぞれの側における管の内径(mm) 

ｔａ及びｔｂ：a及び b の範囲内における管の平均厚さ(mm) 

Ｔ ℃ 温度差の変動範囲 

Ｔ１ ℃ 線形化した厚さ方向の温度分布における管の内外面温度差 

Ｔ２ ℃ 

管の内面又は外面において生ずる温度とそれに対応する線形

化した温度との差のうちいずれか大きい方の温度（負の場合

は 0 とする） 
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記号 単位 定義 

Ｚ，Ｚｉ mm3 管の断面係数 

Ｚｂ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 

Ｚｒ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 

α mm/mm℃ 
室温における設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 2 に規

定する熱膨張係数 

αａ，αｂ mm/mm℃ 

構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高いと推定した

点を境とするそれぞれの側の室温における設計・建設規格

付録材料図表 Part6 表 2 に規定する熱膨張係数 

εｅ － 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，弾性解析に

より計算したときのひずみであり，次の計算式により計算し

た値 

εｅ＝σ＊／Ｅ 

σ＊：弾性解析によるミーゼス相当応力 

εｅｐ － 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，材料の応力

－ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの 1.5 倍の値とした弾完

全塑性体とした弾塑性解析により計算したときのひずみであ

り，次の計算式により計算した値 

εｅｐ＝σ／Ｅ＋εｐ 

σ：弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

εｐ：弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 
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2.2.2.2 応力計算 

(1) 設計・建設規格 PPB-3500 による評価 

a. 一次応力（設計・建設規格 PPB-3520） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(1)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／Ｚｒ≦1.5･Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(1)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦1.5･Ｓｍ 

b. 一次応力（設計・建設規格 PPB-3552） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(2)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／Ｚｒ 

≦Min（2.25・Ｓｍ，1.8・Ｓｙ) 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(2)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦Min（2.25・Ｓｍ，1.8・Ｓｙ) 

c. 一次応力（設計・建設規格 PPB-3562） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(3)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／Ｚｒ 

≦Min（3・Ｓｍ，2・Ｓｙ) 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(3)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦Min（3・Ｓｍ，2・Ｓｙ) 

d. 一次＋二次応力（設計・建設規格 PPB-3531） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｎ＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ＋Ｃ３･Ｅａｂ･ 

｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｎ＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋Ｃ３･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜

≦3･Ｓｍ 

e. ピーク応力（設計・建設規格 PPB-3532） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐ＝Ｋ１･Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｋ２ｂ･Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋ 
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Ｋ２ｒ･Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ＋Ｋ３･Ｅ･α･｜ΔＴ１｜／1.4＋Ｋ３･Ｃ３･Ｅａｂ･ 

｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜＋Ｅ･α・｜ΔＴ２｜／0.7 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐ＝Ｋ１･Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｋ２･Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋ 

Ｋ３･Ｅ･α･｜ΔＴ１｜／1.4＋Ｋ３･Ｃ３･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜＋ 

Ｅ･α･｜ΔＴ２｜／0.7 

f. 繰返しピーク応力強さ（設計・建設規格 PPB-3533） 

Ｓ＝Ｓｐ／2 

g. 許容繰返し回数（設計・建設規格 PPB-3534） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.1 及び 3.2 を用いて，設計・建設規格 PPB-3533 に従

って算出された繰返しピーク応力強に対応する許容繰返し回数Ｎｉを算出する。 

h. 疲労累積係数（設計・建設規格 PPB-3535） 

Σ(ｎｉ／Ｎｉ)≦1.0 

i. 簡易弾塑性解析（設計・建設規格 PPB-3536） 

(a) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める当該部分の材料の最小降伏点

と最小引張強さとの比が 0.8 以下であること。 

(b) 供用状態Ａ及びＢにおいて生ずる当該部分の温度は，次の値を超えないこと。 

イ. 低合金鋼，マルテンサイト系ステンレス鋼及び炭素鋼 370℃ 

ロ. オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金 430℃ 

 (c) 一次＋二次応力(熱によるものを除く。) 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｎ’＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ＋ 

   Ｃ３’･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

ロ. イ.以外の管 

Ｓｎ’＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋Ｃ３’･Ｅａｂ･ 

｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

(d) 供用状態Ａ及びＢにおける設計・建設規格 PPB-3533 の計算式により計算した応

力を繰返しピーク応力強さとした値は，設計・建設規格 添付 4-2，3.1 及び 3.2 に

おける 10 回の許容繰返し回数に対応する許容繰返しピーク応力強さの値を超えない
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こと。 

(e) 供用状態Ａ及びＢにおける次の計算式により計算した応力を繰返しピーク応力強さ

とし，設計・建設規格 添付 4-2，3.1 及び 3.2 において，これに対応する許容繰返

し回数が実際の繰返し回数以上であること。この場合において，実際の繰返し回数が

2 種類以上ある場合は，疲労累積係数が 1 以下でなければならない。 

Ｓ＝Ｋｅ･Ｓｐ／2 

Ｋｅ：次の計算式により計算した値 

イ. Ｓｎ＜3･Ｓｍの場合 

Ｋｅ＝1 

ロ. Ｓｎ≧3･Ｓｍ場合 

(イ) Ｋ＜Ｂ０の場合 

ⅰ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＜［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

－ ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2 ］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ
＊＝1＋Ａ０･{Ｓｎ／(3･Ｓｍ)－1／Ｋ} 

ⅱ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)≧［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

－ ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2 ］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)(1－3･Ｓｍ／Ｓｎ) 

(ロ) Ｋ≧Ｂ０の場合 

ⅰ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＜[(ｑ－1)－ 111 ｑ－Ｋ－Ａ０ ]／ａの場合 

 Ｋｅ＝Ｋｅ
＊＊＝ａ･Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＋Ａ０･(1－1／Ｋ)＋1－ａ 

ⅱ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)≧[(ｑ－1)－ 111 ｑ－Ｋ－Ａ０ ]／ａの場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)･(1－3･Ｓｍ／Ｓｎ) 

ここで， 

Ｋ＝Ｓｐ／Ｓｎ， 

ａ＝Ａ０･(1－1／Ｋ)＋(ｑ－1)－2･ 111 ｑ－Ｋ－Ａ０  

ｑ，Ａ０，Ｂ０：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれの同表に掲げる値 
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材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０ 

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

Ｓｎ≧3･Ｓｍの場合，2.2.2.2(1)g.(e)ロ.に関わらず，次の計算式により計算した

値を用いても良い。 

Ｋｅ＝εｅｐ／εｅ 

(f) 熱膨張応力 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｅ＝Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ≦3･Ｓｍ 

ロ. (イ)以外の管 

Ｓｅ＝Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ≦3･Ｓｍ 

(g) 管の内外面の温度差の変動範囲 

ΔＴ≦1.4･ｙ･Ｓｙ／(Ｅ･α)･Ｃ４ 

ｙ：ｘの値に応じ下表に示す値 

ｘ 0.3 0.5 0.7 0.8 

ｙ 3.33 2.00 1.20 0.80 

（備考）表中の値の中間の値は，比例法によって計算する。 

ｘ：次式により計算した値 

ｘ＝Ｐ０’･Ｄ０／(2･ｔ)･1／Ｓｙ 
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2.2.3 荷重の組合せ及び許容応力 

計算における荷重の組合せ及び許容応力を以下に示す。 

 

表 2-1 荷重の組合せ 

管クラス 設備 荷重の組合せ 状態 

クラス１管 
原子炉冷却材 

圧力バウンダリ 

Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 設計条件 

Ｐ＋Ｍ＋Ｔ＋Ｏ 許容応力状態Ⅰ，Ⅱ 

Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 許容応力状態Ⅲ 

Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 許容応力状態Ⅳ 

表 2-1 中の記号 

Ｐ：内圧による荷重 

Ｍ：機械荷重（自重除く） 

Ｄ：配管の自重による荷重 

Ｔ：配管の熱膨張荷重（支持点の熱膨張変位を含む） 

Ｏ：過渡熱による荷重 

 

表 2-2 許容応力（クラス１管） 

状態 
一次応力 

（曲げ応力を含む。） 

一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

設計条件 1.5・Ｓｍ ― ― 

許容応力状態 

Ⅰ，Ⅱ 
― 3・Ｓｍ 

疲労累積係数の和が 1.0

以下であること。 

許容応力状態Ⅲ Min（2.25・Ｓｍ，1.8・Ｓｙ) ― ― 

許容応力状態Ⅳ Min（3・Ｓｍ，2・Ｓｙ) ― ― 
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2.2.4 計算精度と桁処理方法 

計算精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の桁処理方法は表 2-3 に示すとおりであ

る。 

表 2-3 数値の桁処理方法 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力＊1 MPa － － 小数点以下第 2位＊2

温度 ℃ － － 整数位 

長
さ 

下記以外の長さ mm － － 小数点以下第 1位 

鳥瞰図記載 mm 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

応
力 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：必要に応じて kPa を使用し，MPa 表示を（  ）内に併記する。また，静水頭は「静

水頭」と表示する。 

＊2：必要に応じて小数点以下第 3 位又は第 4位を用いる。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と

する。 
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3. 計算書の構成 

3.1 管の応力計算書 

(1) 概要 

本計算方法に基づき，管の応力計算を実施した結果を示す旨を記載する。 

(2) 概略系統図及び鳥瞰図 

a. 概略系統図 

工事計画記載範囲の管を含む概略系統図を添付する。ただし，工事計画記載範囲のす

べてについて既工認における評価結果の確認による評価を実施した系統については，既

工認の計算書番号等を記載のうえ，添付を省略する。 

b. 鳥瞰図 

工事計画記載範囲の管を含む解析モデルの解析モデル図を添付する。ただし，以下に

該当する場合は，その旨を記載のうえ，添付を省略する。 

 (a) 既工認における評価結果の確認による評価を実施した範囲 

既工認の計算書番号等を記載の上，添付を省略する。 

(3) 計算条件 

本項目記載内容及び添付フォーマットを以下に示す。ただし，鳥瞰図の添付を省略した

範囲については，同様の理由で添付を省略する。 

a. 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

を示す。 

管番号 対応する評価点
最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

外径 

（mm）

厚さ 

（mm）
材料 

耐震 

クラス
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b. 材料及び許容応力 

材料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa）＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

      

      

      

注記 ＊：評価に使用しない許容応力については欄を設けない。 
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(4) 評価結果 

工事計画記載範囲の管の各応力区分における最大発生応力の評価点の評価結果を示した

表を解析モデル単位に添付する。解析モデルは各応力区分における裕度最小モデルを添付

する。添付フォーマットを以下に示す。 

 

a. 設計・建設規格 PPB-3500 による評価結果 

鳥瞰図番号 

供用 

状態 

最大 

応力 

評価点

配管

要素

名称

最大 

応力 

区分 

一次応力評価 

（MPa） 

一次＋二次応力評価 

（MPa） 

熱応力評価 

（℃） 
疲労評価

一次 

応力 

許容 

応力 

一次 

＋ 

二次 

応力 

熱膨張

応力 

熱を 

除いた

一次 

＋ 

二次 

応力 

許容 

応力 

温度差

の 

変動 

範囲 

許容 

温度差

疲労 

累積 

係数 

Ｓｐｒｍ 

1.5・Ｓｍ

Min(2.25・Ｓｍ, 

1.8・Ｓｙ)

Min(3・Ｓｍ,

2・Ｓｙ)

Ｓｎ Ｓｅ Ｓｎ’ 3・Ｓｍ ΔＴ  Ｕ 

（Ａ，Ｂ）   Ｓｐｒｍ（1） Max 1.5・Ｓｍ        

（Ａ，Ｂ）   Ｓｎ   Max   3・Ｓｍ    

（Ａ，Ｂ）   Ｓｅ    Max  3・Ｓｍ    

（Ａ，Ｂ）   Ｓｎ’     Max 3・Ｓｍ    

（Ａ，Ｂ）   Ｕ         Max 

Ｃ   Ｓｐｒｍ（2） Max 

Min(2.25・Ｓｍ,

1.8・Ｓｙ)

       

Ｄ   Ｓｐｒｍ（3） Max Min(3・Ｓｍ,2・Sy)        

 


